
　

タイトル

公用収用における課税繰延べ制度について(二) : 特

に内国歳入法(IRC)第1033条を手掛かりとした解釈原

理の考察

著者 藤中, 敏弘

引用 北海学園大学法学研究, 45(1): 119-157

発行日 2009-06-30



・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

論

説
・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
に
つ
い
て

㈡

特
に
内
国
歳
入
法
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
）
第
一
〇
三
三
条
を
手
掛
か
り
と
し
た
解
釈
原
理
の
考
察

藤

中

敏

弘

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡

北研45(1・ )119  119

目

次

序

章

は
じ
め
に

第
一
章

課
税
繰
延
べ
制
度
の
意
義

第
一
節

課
税
繰
延
べ
の
概
要

第
二
節

課
税
繰
延
べ
制
度
の
問
題
点
と
検
討

㈠

租
税
原
則
と
課
税
繰
延
べ

㈡

課
税
繰
延
べ
の
利
益

第
三
節

ま
と
め
（
以
上

第
四
四
巻
第
一
号
）

第
二
章

日
米
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度

第
一
節

日
米
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

㈡

米
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

第
二
節

同
種
類
財
産
の
交
換
・
買
換
の
課
税
繰
延
べ

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
固
定
資
産
の
交
換
、
買
換

㈡

米
国
に
お
け
る
同
種
類
の
交
換
（L

ik
e-K

in
d ex

ch
a
n
g
e)

第
三
節

居
住
用
住
宅
の
課
税
繰
延
べ

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
居
住
用
住
宅
の
交
換
・
買
換

㈡

米
国
に
お
け
る
居
住
用
住
宅
の
交
換

第
四
節

公
用
収
用
に
お
け
る
財
産
の
課
税
繰
延
べ

㈠

わ
が
国
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ

㈡

米
国
に
お
け
る
不
可
抗
力
に
よ
る
課
税
繰
延
べ

第
三
章

公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
沿
革



第
二
章

日
米
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度

本
章
に
お
い
て
は
、
第
一
章
で
検
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概
要
を
検
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第
一
節

日
米
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

わ
が
国
の
租
税
法
は
、
所
得
税
・
法

１
）

人
税
を
通
じ
基
本
的
に
包
括
的
所
得
概
念
を
採
用
し
、
法
律
上
一
定
の
非
課
税
所
得
を
除
き
、
原

則
と
し
て
あ
ら
ゆ
る
所
得
に
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
課
税
繰
延
べ
を
容
認
す
る
規
定
は
、
本
法
の
原
則
規
定
に

対
し
、
例
外
規
定
と
し
て
租
税
特
別
措
置
法
に
よ
る
こ
と
が
多
い
。
逆
に
、
課
税
繰
延
べ
は
主
と
し
て
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
に
お
い
て

行
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
お
い
て
は
、
無
限
の
課
税
繰
延
べ
防
止
策
と
し
て
、
相
続
・
贈
与
お
よ
び
遺
贈
に
よ
る
資
産
の

譲
渡
、
並
び
に
著
し
い
低
額
譲
渡
が
あ
っ
た
場
合
に
、
時
価
評
価
し
課
税
す
る
こ
と
と
し
て
、
現
行
の
所
得
税
法
五
九
条
が
そ
の
内
容
を

規
定
し
て

２
）

い
る
。

課
税
繰
延
べ
を
容
認
す
る
規
定
と
し
て
は
、
所
得
税
法
四
二
条
並
び
に
法
人
税
法
四
二
条
の
国
庫
補
助
金
等
の
総
収
入
金
額
不
算
入
、

租
税
特
別
措
置
法
二
九
条
の
二
に
お
け
る
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
経
済
的
利
益
の
非
課
税
等
が
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
近
時

に
お
い
て
課
税
繰
延
べ
を
利
用
し
た
変
額
保
険
、
投
資
型
保
険
の
よ
う
な
金
融

３
）

商
品
や
、
い
わ
ゆ
る「
レ
バ
レ
ッ
ジ
ド
リ
ー
ス
」「
オ
ペ
レ
ー

テ
ィ
ン
グ
リ
ー
ス
」
と
称
さ
れ
る
、
航
空
機
リ
ー
ス
投
資
等
に
よ
る
課
税
繰
延
べ
を
利
用
し
た
タ
ッ
ク
ス
・
シ
ェ
ル
タ
ー
の
国
内
事
例
も

現
わ
れ
て

４
）

い
る
。

し
か
し
、
わ
が
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
規
定
の
中
心
と
な
る
も
の
は
、
交
換
、
譲
渡
所
得
（
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
）
に
よ
る
課
税

繰
延
べ
で
あ
り
、
所
得
税
法
五
八
条
が
定
め
る
固
定
資
産
の
交
換
の
場
合
の
譲
渡
所
得
の
特
例
規
定
を
始
め
、
法
人
税
法
の
圧
縮

５
）

記
帳
の

各
条
項
、
租
税
特
別
措
置
法
の
交
換
等
の
特
例
措
置
規
定
等
が
あ
る
。

課
税
繰
延
べ
規
定
の
三
つ
の
類
型
に
従
っ
て
、
わ
が
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
規
定
を
区
分
す
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
る
。
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①
同
種
類
の
交
換
、
買
換
規
定
（
基
本
的
な
交
換
・
買
換
規
定
）

固
定
資
産
の
交
換
（
所
得
税
法
五
八
条
）

特
定
の
事
業
用
資
産
の
買
換
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
七
条
）

特
定
の
事
業
用
資
産
の
交
換
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
七
条
の
四
）

既
成
市
街
地
等
内
に
あ
る
土
地
等
の
中
高
層
耐
火
建
築
物
等
の
建
設
の
た
め
の
買
換
（
交
換
）
の
場
合
の
課
税
特
例
（
租
税
特
別

措
置
法
三
七
条
の
五
）

特
定
の
交
換
分
合
に
よ
り
土
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
七
条
の
六
）

大
規
模
な
住
宅
地
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
の
課
税
の
特
例
（
租
税
特
別
措
置

法
三
七
条
の
七
）

認
定
事
業
用
地
適
正
化
計
画
の
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
交
換
等
の
場
合
の
課
税
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
七
条

の
九
の
二
）

②
居
住
用
住
宅
の
交
換
、
買
換
規
定

相
続
等
に
よ
り
取
得
し
た
居
住
用
財
産
の
買
換
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
六
条
の
二
）

相
続
等
に
よ
り
取
得
し
た
居
住
用
財
産
の
交
換
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
六
条
の
五
）

特
定
の
居
住
用
財
産
の
買
換
（
交
換
）
の
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
六
条
の
六
）

③
収
用
等
の
交
換
、
買
換
規
定

収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
三
条
）

交
換
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
三
条
の
二
）
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換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
三
三
条
の
三
）

こ
れ
ら
の
規
定
は
、個
人
に
対
す
る
課
税
規
定
で
あ
る
が
、法
人
に
あ
っ
て
は
こ
れ
ら
の
規
定
が
圧
縮
記
帳
を
認
め
る
取
り
扱
い
と
な
っ

て
い
る
た
め
、
内
容
的
に
は
個
人
、
法
人
に
共
通
し
て
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

㈡

米
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
概
要

米
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
（T

a
x
 
D
eferred

）
の
規
定
は
、
内
国
歳
入
法
（In

ten
a
l
 
R
ev
en
u
e
 
C
o
d
e

）
に
お
け
る
、
副
編
Ａ

（S
U
B
T
IT
L
E
 
A

）
所
得
税
（IN

C
O
M
E
 
T
A
X

）、

章
（C

H
A
P
T
E
R

）
普
通
税
及
び
付
加
税
（N

O
R
M
A
L
 
T
A
X
E
S A

N
D

 
S
U
R
T
A
X
E
S

）、
副
章
Ｏ（S

U
B C

H
A
P
T
E
R O

）財
産
の
譲
渡
に
お
け
る
利
益
又
は
損
失（G

A
IN
 
O
R L

O
S
S O

N
 
D
IS
P
O
S
IT
IO
N

 
O
F
 
P
R
O
P
E
R
T
Y

）、
第
三
部
（P

A
R
T

）
通
常
の
非
課
税
の
財
産
譲
渡
（C

O
M
M
O
N
 
N
O
N
T
A
X
A
B
L
E
 
E
X
C
H
A
N
G
E
S

）

の
部
分
に
主
た
る
規
定
が
定
め
ら
れ
て

６
）

い
る
。

以
下
、
条
文
と
タ
イ
ト
ル
で
言
え
ば
次
の
と
お
り
と
な
る
。
一
〇
三
一
条「
事
業
用
又
は
投
資
の
た
め
所
有
さ
れ
て
い
る
財
産
の
交
換
」、

一
〇
三
二
条
「
財
産
と
株
式
の
交
換
」、
一
〇
三
三
条
「
不
可
抗
力
に
よ
る
転
換
」、
一
〇
三
五
条
「
保
険
証
券
の
特
定
交
換
」、
一
〇
三
六

条
「
同
一
会
社
の
株
式
対
株
式
の
交
換
」、
一
〇
三
七
条
「
合
衆
国
捺
印
金
銭
債
務
証
書
（
米
国
債
）
の
特
定
交
換
」、
一
〇
三
八
条
「
不

動
産
の
特
定
接
収
（
売
却
済
不
動
産
の
担
保
権
行
使
に
よ
る
再
取
得
）」、
一
〇
四
〇
条
「
遺
産
財
産
等
に
よ
る
特
定
農
地
、
不
動
産
の
譲

渡
」、
一
〇
四
一
条
「
配
偶
者
又
は
離
婚
に
伴
う
財
産
の
譲
渡
」、
一
〇
四
二
条
「
従
業
員
株
式
所
有
計
画
又
は
特
定
協
同
組
合
に
対
す
る

株
式
の
売
却
」、
一
〇
四
三
条
「
利
益
相
反
要
求
に
従
う
財
産
の
売
却
」、
一
〇
四
四
条
「
小
規
模
投
資
事
業
法
人
へ
の
市
場
性
の
あ
る
有

価
証
券
利
益
の
口
座
移
替
え
」、
一
〇
四
五
条
「
適
格
小
規
模
事
業
株
式
利
益
か
ら
他
の
適
格
小
規
模
事
業
株
式
へ
の
口
座
移
替
え
」
等
で

あ
り
、
こ
れ
ら
の
規
定
が
、
内
国
歳
入
法
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
（
交
換
）
規
定
の
主
要
規
定
で

７
）

あ
る
。
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し
か
し
米
国
税
制
に
お
い
て
は
、
課
税
繰
延
べ
を
認
め
る
規
定
が
広
く
採
用
さ
れ
て
お
り
、
節
税
対
策
の
基
本
は
税
金
の
支
払
の
繰
延

べ
で
あ
る
と
さ
え
言
わ
れ
て

８
）

い
る
。

ま
た
、
近
年
米
国
内
で
問
題
と
な
っ
て
い
る
い
わ
ゆ
る
タ
ッ
ク
ス
・
シ
ェ
ル
タ
ー
（T

a
x S

h
elter

）
に
つ
い
て
も
、
収
益
・
費
用
の
認

識
基
準
や
、
簿
価
の
引
継
価
格
等
の
特
例
規
定
を
用
い
て
実
質
的
に
課
税
を
繰
延
べ
る
手
法
を
用
い
て
い
る
こ
と
は
前
章
で
論
じ
た
と
お

り
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
米
国
内
で
は
課
税
繰
延
べ
の
手
法
は
税
負
担
を
回
避
す
る
手
法
と
し
て
多
用
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
適
用
要
件
に
つ
い
て

は
各
税
法
令
等
が
細
部
に
わ
た
っ
て
規
定
し
て

９
）

い
る
。

注１
）

米
国
税
法
は
所
得
税
を
、
個
人
・
法
人
に
共
通
す
る
概
念
と
し
て
一
つ
の
法
律
で
規
定
し
て
い
る
。

そ
れ
に
対
し
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
個
人
に
対
し
て
は
所
得
税
法
、
法
人
に
対
し
て
は
法
人
税
法
と
別
々
の
法
律
で
規
定
し
て
い
る
。
参
考

金
子
宏

『
租
税
法
第
十
二
版
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
七
）
一
五
七
頁
。

（
２
）

金
子
・
上
掲
一
九
九
頁
。

福
田
幸
広
監
修
『
シ
ャ
ウ
プ
の
税
制
勧
告
』
三
〇
九
頁
（
霞
出
版
社
、
一
九
八
五
）
参
照
。

（
３
）

変
額
保
険
の
基
本
的
仕
組
み
は
、
幾
つ
か
の
投
資
信
託
を
組
合
わ
せ
、
解
約
や
満
期
等
の
支
払
ま
で
は
期
間
中
の
運
用
益
が
課
税
さ
れ
ず
、
繰
延
べ
ら
れ

る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
退
職
金
を
定
期
保
険
で
手
当
て
し
て
課
税
を
繰
延
べ
る
方
法
な
ど
も
紹
介
さ
れ
て
い
る
（
週
刊
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
、
二
〇

〇
四・

一
〇・

三
〇
）。

（
４
）

名
古
屋
地
判
平
成
一
六
年
一
〇
月
二
八
日
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
二
〇
四
号
二
二
四
頁
。
事
案
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
原
告
は
野
村
バ
ブ
コ
ッ
ク

ア
ン
ド
ブ
ラ
ウ
ン
（
Ｎ
Ｂ
Ｂ
）
の
勧
誘
に
よ
り
、
民
法
上
の
組
合
の
形
式
に
よ
る
航
空
機
リ
ー
ス
の
タ
ッ
ク
ス
・
シ
ェ
ル
タ
ー
商
品
へ
の
投
資
を
行
っ
た
個

人
で
あ
る
。
商
品
の
仕
組
み
は
、
本
件
組
合
が
組
合
員
か
ら
の
出
資
金
と
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
金
を
用
い
て
、
航
空
機
を
購
入
し
航
空
会
社
へ
リ
ー
ス
し
、

賃
貸
収
入
を
借
入
金
の
元
本
・
利
子
の
返
済
に
充
て
、
残
余
金
を
組
合
員
に
分
配
し
、
最
終
的
に
は
航
空
機
を
売
却
し
、
売
却
代
金
を
残
り
の
借
入
金
の
返
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済
に
充
て
、
さ
ら
に
残
余
が
生
じ
た
場
合
は
組
合
員
に
分
配
す
る
と
い
う
仕
組
み
で
あ
る
。
本
件
商
品
は
、
航
空
機
の
減
価
償
却
期
間
が
実
際
上
の
耐
用
年

数
に
比
し
、
極
端
に
短
い
こ
と
と
、
組
合
方
式
に
よ
る
航
空
機
リ
ー
ス
は
不
動
産
所
得
に
該
当
す
る
こ
と
を
利
用
し
た
損
益
通
算
と
売
却
時
の
長
期
譲
渡
所

得
の
課
税
の
優
遇
措
置
を
利
用
す
る
も
の
で
あ
る
。
長
期
譲
渡
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
課
税
繰
延
べ
効
果
が
利
用
さ
れ
る
も
の
で
も
あ
る
。
事
案
は
原

告
勝
訴
と
な
り
、
二
〇
〇
五
年
の
税
制
改
正
で
は
こ
の
ス
キ
ー
ム
を
利
用
で
き
な
い
措
置
が
と
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
な
お
、
控
訴
審
で
あ
る
名
古
屋
高

裁
も
、
平
成
一
七
年
一
〇
月
二
七
日
一
審
判
決
を
支
持
し
（
税
資
二
二
五
号
｜
二
二
九
（
順
号
一
〇
一
八
〇
））、
国
は
上
告
を
断
念
し
判
決
は
確
定
し
た
。

判
例
評
釈
と
し
て
は
、
細
川
健
（
税
務
弘
報
五
三
巻
二
号
一
四
六
頁
）
宰
田
高
志
（
税
研
二
〇
巻
四
号
九
六
頁
）、
品
川
芳
宣
（
Ｔ
Ｋ
Ｃ
税
権
情
報
一
四
巻
二

号
七
六
頁
）
が
あ
る
。

（
５
）

課
税
繰
延
べ
の
手
法
と
し
て
、「
圧
縮
記
帳
の
方
法
」
と
「
譲
渡
が
な
か
っ
た
も
の
と
す
る
方
法
」
の
二
つ
が
あ
り
、
前
者
は
法
人
税
法
、
後
者
は
所
得
税

法
で
採
用
さ
れ
て
い
る
方
式
で
あ
る
。
圧
縮
記
帳
は
複
雑
で
理
解
し
に
く
い
と
い
わ
れ
、
特
に
圧
縮
記
帳
の
会
計
慣
行
の
な
い
国
々
か
ら
は
批
判
が
多
い
た

め
、
最
近
は
圧
縮
記
帳
以
外
の
方
法
と
し
て
、
帳
簿
価
格
を
引
き
継
ぐ
方
法
、
時
価
を
帳
簿
価
格
と
す
る
方
法
、
取
得
資
産
の
帳
簿
価
格
を
修
正
す
る
方
法
、

譲
渡
益
相
当
額
を
損
金
算
入
す
る
方
法
等
が
と
ら
れ
て
い
る
（
中
津
幸
信
編
著
『
圧
縮
記
帳
の
税
務
と
会
計
』
一
一
頁
（
清
文
社
、
二
〇
〇
一
））。

（
６
）

米
国
の
法
令
集
は
多
数
出
版
さ
れ
て
い
る
が
、
特
に
断
り
の
な
い
限
り
、
法
令
に
つ
い
てU

n
ited S

ta
tes C

o
d
e A

n
n
o
ta
ted

（U
.S
.C
.A

）
を
以
て

引
用
す
る
こ
と
と
す
る
。
な
お
内
国
歳
入
法
はU

.S
.C
.A

のT
itle.

26

に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

（
７
）

H
o
lm
es F

.
C
ro
u
ch
,
T
ax D

eferred
 
E
xch

an
ges

,
P
1
3
(2003):

S
a
ra
to
g
a
,
A
L
L
Y
E
A
R
.

本
書
の
頁
表
記
は
、
１
｜
３
で
一
つ
の
頁
を
示
し
て
お

り
、
今
後
特
に
断
り
の
な
い
限
り
こ
の
種
の
表
記
は
Ｐ
半
角
数
字
と
す
る
。

（
８
）

K
P
M
G
 
L
L
P

編
『
新
Ｑ
＆
Ａ
ア
メ
リ
カ
の
税
金
百
科
第
二
版
』
二
〇
頁
（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
五
）。
他
の
課
税
繰
延
べ
規
定
と
し
て
は
、
一
定
の
合
意
に

基
づ
く
証
券
の
譲
渡
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
五
八
条
）、
証
券
取
引
委
員
会
の
命
令
に
基
づ
く
交
換
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
八
一
条
〜
一
〇
八
三
条
）、
特
殊
関
係
人
間

の
財
産
の
交
換
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
二
六
七
条
）、
被
支
配
法
人
に
対
す
る
財
産
の
譲
渡
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
三
五
一
条
）、
法
人
の
組
織
変
更
に
伴
う
株
式
交
換
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ

第
三
五
四
条
）、
会
社
分
割
に
お
け
る
株
主
へ
の
株
式
の
分
配
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
三
五
五
条
）、
非
課
税
の
組
織
変
更
に
伴
う
精
算
時
の
財
産
分
配
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
三

三
六
条
）、
子
会
社
の
精
算
時
に
お
け
る
財
産
の
分
配
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
三
三
七
条
）
等
が
あ
る
。

（
９
）

連
邦
税
の
法
源
は
内
国
歳
入
法
の
他
、
財
務
省
規
則（T

rea
su
ry R

eg
u
la
tio
n

）、
歳
入
通
達（R

ev
en
u
e R

u
lin
g

）、歳
入
手
続（R

ev
en
u
e P

ro
ced

u
re

）、

個
別
通
達
（L

etter R
u
lin
g

）、
Ｔ
Ａ
Ｍ
（T

ech
n
ica
l A

d
v
ice M

em
o
ra
n
d
u
m

）
等
が
あ
り
、
納
税
者
側
も
ア
ド
バ
ン
ス
・
ル
ー
リ
ン
グ
（A

d
v
a
n
ce

 
R
u
lin
g

）を
求
め
た
り
、Disclo

su
re S

ta
tem

en
t

に
お
い
て
税
の
専
門
家
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
・
レ
タ
ー（O

p
in
io
n L

etter

）の
添
付
、Ｐ
Ｆ
Ａ
制
度（P

re-F
ilin

g
 

A
g
reem

en
t

）
の
利
用
等
を
行
っ
て
い
る
。
ア
ー
ン
ス
ト
ア
ン
ド
ヤ
ン
グ
Ｌ
Ｌ
Ｐ
編
『
Ｑ
＆
Ａ
米
国
の
税
務
』
五
頁
（
中
央
経
済
社
、
二
〇
〇
四
）
参
照
。
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第
二
節

同
種
類
財
産
の
交
換
・
買
換
の
課
税
繰
延
べ

一
般
に
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
は
売
買
を
典
型
例
と
し
て
、
贈
与
、
交
換
、
買
換
、
収
用
な
ど
多
種
多
様
で
あ
る
。

税
法
は
こ
れ
ら
の
法
律
行
為
の
内
容
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
課
税
規
定
を
持
つ
こ
と
と
な
る
が
、
同
種
類
の
交
換
に
よ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
・

ゲ
イ
ン
は
、
課
税
繰
延
べ
の
典
型
例
と
し
て
日
米
両
国
に
お
い
て
は
、
交
換
時
に
は
課
税
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
両

国
の
同
種
類
の
交
換
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
規
定
を
概
観
し
て
み
よ
う
。

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
固
定
資
産
の
交
換
・

１
）

買
換

⒜

基
本
的
な
交
換

わ
が
国
に
お
い
て
は
「
基
本
的
な
交
換
・
買
換
規
定
」
と
し
て
自
己
の
意
思
に
よ
る
、
自
発
的
な
交
換
を
意
味
す
る
所
得
税
法
五
八
条

が

２
）

あ
る
。
法
人
に
関
し
て
は
圧
縮
記
帳
の
規
定
で
あ
る
法
人
税
法
五
〇
条
が
こ
れ
と
内
容
を
同
じ
く
す
る
。
こ
れ
ら
の
条
項
は
、
固
定
資

産
の
交
換
の
場
合
の
規
定
で
あ
っ
て
買
換
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。
適
用
の
要
件
は
、
譲
渡
資
産
を
一
年
以
上
所
有
し
て
お
り
、
取
得
資
産

は
相
手
方
も
一
年
以
上
所
有
し
て
お
り
、
相
手
方
が
交
換
の
た
め
に
取
得
し
た
と
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
交
換
財
産
は
、

五
つ
の
財
産
区
分
、「
土
地
（
地
上
権
、
賃
借
権
、
耕
作
権
を
含
む
）」、「
建
物
（
付
属
設
備
、
構
築
物
を
含
む
）」、「
機
械
及
び
装
置
」、

「
船
舶
」、「
鉱
業
権
（
租
鋼
権
、
採
石
権
等
を
含
む
）」
内
の
交
換
、
つ
ま
り
「
土
地
」
と
「
土
地
」、「
土
地
」
と
「
借
地
権
」
等
の
同
種

類
の
交
換
の
範
囲
内
（
土
地
と
建
物
の
交
換
は
不
可
）
で
、
譲
渡
資
産
と
取
得
資
産
が
交
換
直
前
に
お
い
て
、
同
一
の
用
途
に
供
さ
れ
て

い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
交
換
差
金
が
出
た
場
合
は
、
交
換
財
産
の
い
ず
れ
か
多
い
価
格
の
二
〇
％
に
相
当
す

る
金
額
の
範
囲
内
を
限
度
と
し
て
交
換
が
認
め
ら
れ
る
。
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こ
の
規
定
の
趣
旨
は
、
取
得
資
産
を
譲
渡
資
産
の
用
途
と
同
一
の
用
途
に
供
す
る
と
い
う
行
為
が
あ
っ
た
場
合
に
、
こ
れ
を
従
前
の
資

産
を
そ
の
ま
ま
引
き
続
き
所
有
し
て
い
る
の
と
何
ら
変
わ
ら
な
い
も
の
と
捉
え
て
、
特
に
所
有
資
産
の
価
値
の
増
加
益
に
対
す
る
課
税
の

延
期
を
許
し
た
も
の
で
あ
る

３
）

と
か
、
交
換
は
所
有
す
る
固
定
資
産
の
特
性
と
し
て
の
短
所
を
補
い
、
さ
ら
に
有
効
活
用
を
図
る
方
策
で
あ

り
、
交
換
に
よ
っ
て
取
得
し
た
資
産
に
つ
い
て
従
前
と
同
じ
用
途
に
供
し
た
場
合
は
、
実
質
的
に
所
得
が
発
生
し
た
と
の
観
念
が
乏
し
く
、

単
に
所
有
す
る
資
産
の
名
義
人
が
代
わ
っ
た
だ
け
と
い
う
認
識
し
か
な
い
た
め
、
こ
れ
に
課
税
関
係
を
発
生
さ
せ
る
こ
と
は
、
担
税
力
の

観
点
か
ら
も
相
当
で
は
な
い
か
ら
、
例
外
と
し
て
、
一
定
の
要
件
を
備
え
た
場
合
に
は
、
そ
の
譲
渡
が
な
か
っ
た
も
の
と
す
る
こ
と
と
し

た
の
で
あ
る
と
さ
れ
て

４
）

い
る
。

し
か
し
、
こ
の
規
定
に
関
す
る
限
界
事
例
の
出
現
も

５
）

あ
り
、
法
は
交
換
の
た
め
に
取
得
し
た
と
認
め
ら
れ
る
財
産
を
適
用
対
象
か
ら
除

６
）

外
し
、
米
国
に
お
け
る
同
種
類
の
財
産
よ
り
狭
い
概
念
で
あ
る
、
同
一
の
用
途
に
供
し
た
場
合
を
そ
の
適
用
要
件
と
し
て

７
）

い
る
。

⒝

事
業
用
資
産
の
交
換
・
買
換

次
に
、
租
税
特
別
措
置
法
に
よ
り
規
定
さ
れ
て
い
る
特
定
の
事
業
用
資
産
の
交
換
、
買
換
に
つ
い
て
は
、
一
般
に
、
そ
の
制
度
趣
旨
は

土
地
な
い
し
国
土
利
用
政
策
に
即
し
た
、
事
業
用
資
産
の
譲
渡
に
つ
い
て
、
譲
渡
に
よ
る
所
得
に
対
す
る
課
税
を
繰
延
べ
る
こ
と
に
よ
り
、

そ
の
政
策
目
的
を
達
成
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
と
さ
れ
て

８
）

い
る
。
判
例
も
、
事
業
用
資
産
の
買
換
特
例
の
規
定
は
、
国
の
政
策
上
の

見
地
か
ら
設
け
ら
れ
た
税
負
担
軽
減
措
置
で
あ
る

９
）

と
か
、
企
業
の
合
理
化
と
生
産
財
の
有
効
利
用
を
図
る
た
め
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の

繰
延
べ
を
認
め
て
い
る
と
さ
れ
て

10
）

い
る
。
こ
の
規
定
は
昭
和
三
八
年
に
創
設
さ
れ
、
昭
和
四
四
年
に
全
面
的
見
直
し
が
行
わ
れ
、
平
成
三

年
に
も
大
規
模
な
改
正
が
な
さ
れ
て

11
）

い
る
。

こ
の
規
定
の
特
色
は
、
特
定
の
地
域
の
事
業
用
資
産
に
限
っ
て
、
交
換
の
み
な
ら
ず
買
換
に
も
課
税
繰
延
べ
が
適
用
さ
れ
る
と
こ
ろ
に

あ
る
。
そ
の
適
用
要
件
は
、
個
人
と
法
人
で
は
若
干
の
違
い
が
あ
る
が
、
お
お
ま
か
に
言
え
ば
、
資
産
の
譲
渡
が
昭
和
四
五
年
四
月
一
日

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡

北研45(1・ )127 127



以
降
に
な
さ
れ
（
期
間
の
終
期
に
つ
い
て
は
、
法
改
正
に
よ
り
度
々
延
期
さ
れ
て
い
る
が
現
行
法
で
平
成
二
三
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
と

な
っ
て
い
る
）、
譲
渡
資
産
と
買
換
資
産
は
一
定
の
範
囲
の
も
の
で（
個
人
事
業
者
は
租
税
特
別
措
置
法
三
七
条
一
項
の
表
、
法
人
は
租
税

特
別
措
置
法
六
五
条
の
七
の
表
）、
資
産
の
譲
渡
が
収
用
、
換
地
処
分
、
権
利
交
換
、
買
収
、
贈
与
、
交
換
、
出
資
、
適
格
事
後
設
立
に
よ

る
譲
渡
、
代
物
弁
済
、
合
併
・
分
割
に
よ
る
資
産
の
移
転
で
は
な
い
こ
と
が
譲
渡
の
条
件
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
取
得
の
条
件

と
し
て
、
取
得
財
産
は
合
併
、
分
割
、
贈
与
、
交
換
、
出
資
、
代
物
弁
済
、
適
格
事
後
設
立
に
よ
る
も
の
で
な
い
こ
と
、
取
得
は
譲
渡
し

た
事
業
年
度
（
個
人
は
譲
渡
し
た
年
中
、
又
は
そ
の
前
年
若
し
く
は
そ
の
翌
年
）
中
に
行
わ
れ
る
こ
と
、
そ
し
て
取
得
の
日
か
ら
一
年
以

内
に
事
業
の
用
に
供
す
る
（
見
込
み
）
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

本
規
定
の
解
釈
上
特
に
問
題
と
な
る
の
は
、
転
換
対
象
と
な
る
財
産
の
「
事
業
の
用
に
供
し
て
い
る
」
こ
と
の
意
味
で

12
）

あ
り
、
そ
の
他

の
要
件
に
つ
い
て
も
政
策
規
定
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
判
例
は
厳
格
な
適
用
要
件
を
要
求
し
て

13
）

い
る
。

⒞

そ
の
他
の
交
換
・
買
換
規
定

そ
の
他
の
規
定
と
し
て
、「
既
成
市
街
地
等
内
に
あ
る
土
地
等
の
中
高
層
耐
火
建
築
物
等
の
建
設
の
た
め
の
買
換
（
交
換
）
特
例
」
は
、

昭
和
五
九
年
に
買
換
制
度
の
活
用
に
よ
り
、
民
間
に
よ
る
任
意
の
再
開
発
事
業
を
推
進
し
、
併
せ
て
大
都
市
に
お
け
る
細
分
化
さ
れ
た
宅

地
の
共
同
化
、
高
度
利
用
に
も
資
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
民
間
活
力
の
導
入
を
図
る
等
の
観
点
か
ら
、
一
定
の
条
件
に
適
合
す
る
任
意
の

民
間
再
開
発
事
業
（
い
わ
ゆ
る
「
特
定
民
間
再
開
発

14
）

事
業
」）
の
用
に
供
す
る
た
め
、
当
該
事
業
の
施
行
地
内
の
土
地
建
物
を
譲
渡
し
た
場

合
の
特
例
措
置
で
あ
る
。「
特
定
の
交
換
分
合
に
よ
り
土
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
特
例
」は
、
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法

律
、
集
落
地
域
整
備
法
、
農
住
組
合
法
の
規
定
に
よ
る
交
換

15
）

分
合
が
行
わ
れ
た
時
、
こ
の
交
換
分
合
に
よ
っ
て
土
地
を
譲
渡
し
た
場
合
の

課
税
繰
延
べ
規
定
で
あ
る
。
同
様
に
、「
大
規
模
な
住
宅
地
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
の

課
税
特
例
」
は
、
都
市
計
画
法
の
開
発
許
可
を
受
け
て
行
わ
れ
る
、
面
積
二
〇
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
の
住
宅
造
成
事
業
、
優
良
宅
地
開
発
促
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進
法
の
認
定
及
び
都
市
計
画
法
の
開
発
許
可
を
受
け
て
行
わ
れ
る
複
合
的
宅
地
開
発
事
業
地
内
に
あ
る
土
地
等
と
造
成
宅
地
を
交
換
し
た

場
合
の
課
税
繰
延
べ
規
定
で
あ
り
、「
認
定
事
業
用
地
適
正
化
計
画
の
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
交
換
等
の
場
合
の
課
税
特

例
」
は
、
指
定
期
間
内
に
、
民
間
都
市
開
発
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
規
定
に
よ
る
、
事
業
用
地
適
正
化
計
画
に
定
め
ら
れ
た
認

定
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
所
有
隣
接
土
地
の
交
換
、
譲
渡
の
課
税
繰
延
べ
規
定
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
規
定
は
極
め
て
政
策
的
立
法
で

あ
り
、
事
例
数
も
少
な
く
解
釈
上
の
争
い
と
な
る
裁
判
例
も
ほ
と
ん
ど
見
受
け
ら
れ
な
い
。

㈡

米
国
に
お
け
る
同
種
類
の
交
換
（L

ik
e-K

in
d ex

ch
a
n
g
e

）

わ
が
国
に
お
け
る
固
定
資
産
の
交
換
・
買
換
に
相
当
す
る
規
定
は
、
米
国
に
お
い
て
は
一
九
二
〇
年
代
に
お
い
て
す
で
に
そ
の
制
度
的

基
礎
が
構
築
さ
れ
て
い
る
。
交
換
と
い
う
法
律
行
為
が
米
国
税
法
に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な
取
り
扱
い
を
受
け
、
そ
の
適
用
要
件
が
ど
の

よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
を
確
認
し
て
お
く
。

⒜

交
換
に
よ
る
課
税
繰
延
べ

米
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
の
中
核
を
な
す
も
の
が
交
換
で
あ
る
が
、
そ
の
基
本
的
な
規
定
が
内
国
歳
入
法
（In

tern
a
l
 
R
ev
en
u
e

 
C
o
d
e ；

以
下
Ｉ
Ｒ
Ｃ
と
略
す
）
第
一
〇
三
一
条
の
規
定
で
あ
る
。
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
は
同
種
類
の
交
換
（L

ik
e-K

in
d ex

ch
a
n
g
e

）

を
基
本
と
す
る
課
税
繰
延
べ
規
定
で
る
。
そ
も
そ
も
、「
交
換
」に
よ
る
課
税
繰
延
べ
の
取
扱
い
は
、
米
国
に
お
い
て
は
一
九
二
七
年
のK

.

A
.
S
p
a
ld
in
g

16
）

事
件
で
初
め
て
確
認
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
事
件
は
、
一
九
二
一
年
一
月
に
原
告
がC

o
rn
in
g G

la
ss W

o
rk
s

社
の
優
先
株
二
〇
〇
株
を
一
株
九
八
ド
ル
でE

sta
b
o
o
k
&
C
o

か

ら
購
入
し
た
。
翌
年
に
原
告
は
、
夫
の
助
言
で
、C

o
rn
in
g G

la
ss W

o
rk
s

社
の
優
先
株
を
夫
の
会
社
で
あ
るE

sta
b
o
o
k

社
の
株
と
同
社

が
所
有
す
るW

illia
m
 
W
h
itm

a
n
 
C
o

の
優
先
株
と
交
換
す
る
よ
う
勧
め
ら
れ
た
。
そ
し
て
、
最
終
的
に
は
同
年
の
一
二
月
にW

illia
m
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W
h
itm

a
n C

o

の
優
先
株
二
二
〇
株
と
交
換
し
た
。
一
二
月
の
株
価
はC

o
rn
in
g G

la
ss W

o
rk
s

が
一
株
一
一
〇
ド
ル
で
二
二
、
〇
〇
〇

ド
ル
、W

illia
m
 
W
h
itm

a
n W

o
rk
s

は
一
株
一
〇
〇
ド
ル
と
し
、
利
子
配
当
分
等
を
精
算
し
、
差
額
分
と
し
て
原
告
は
一
四
三
・
三
四

ド
ル
の
小
切
手
を
受
け
取
っ
た
。
課
税
庁
は
、
株
が
投
資
の
た
め
所
有
さ
れ
て
い
た
と
か
、
同
じ
種
類
、
同
じ
使
用
目
的
で
あ
る
と
い
う

こ
と
は
問
題
で
は
な
く
、
こ
の
取
引
は
売
却
で
あ
り
利
益
を
認
識
し
課
税
さ
れ
る
と
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
判
決
は
投
資
の
た
め
に
所
有
さ
れ
て
い
る
財
産
の
交
換
に
つ
い
て
、
売
却
と
交
換
の
違
い
は
、
売
却
は
財
産
が
移
転
さ

れ
、
そ
れ
か
ら
金
額
の
同
意
が
考
慮
さ
れ
る
の
対
し
、
交
換
は
金
銭
の
介
在
な
し
に
、
財
産
の
移
転
と
代
わ
り
の
財
産
の
返
戻
が
あ
る
こ

と
で
あ
る
と
し
た
。
そ
し
て
、
本
件
に
つ
い
て
経
過
配
当
が
あ
っ
た
と
い
う
事
実
は
処
理
の
性
質
に
影
響
し
な
い
と
判
断
し
、
一
九
二
一

年
歳
入
法
下
の
二
〇
二
（
Ｃ
）（
１
）
条
に
よ
っ
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
判
決
は
、
売
却
と
交
換
の
区
別

を
明
確
に
し
、
交
換
の
場
合
は
課
税
が
繰
延
べ
ら
れ
、
売
却
の
場
合
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
は
課
税
さ
れ
る
と
い
う
先
例
と
な
っ
た
の

で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
交
換
は
課
税
を
繰
延
べ
る
最
も
基
本
的
な
手
法
と
し
て
、
交
換
と
い
う
行
為
を
行
っ
た
年
度
に
お
い
て
は
、
租

税
を
賦
課
さ
れ
な
い
と
い
う
取
扱
い
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
の
後
内
国
歳
入
庁
（
以
下
Ｉ
Ｒ
Ｓ
と
略
す
）
は
、
相
互
の
移
転
概
念
を
現
行
財
務
省
規
則
（R

eg
u
la
tio
n

）

1.1002-1

の
な
か
に
組

み
入
れ
、
厳
格
に
非
課
税
交
換
に
該
当
し
な
い
も
の
は
、「
売
却
（sa

le

）」
で
あ
る
と
規
定
し
、
一
九
二
七
年
のK

.
A
.S
p
a
ld
in
g

事
件
の

趣
旨
を
引
継
い
で
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
Ｉ
Ｒ
Ｓ
お
よ
び
裁
判
所
が
租
税
法
上
の
問
題
解
決
に
あ
た
り
、
取
引
の
法
的
形
式
よ
り
も
そ
の

実
質
に
着
目
し
、
課
税
の
特
例
を
適
用
し
よ
う
と
す
る
現
わ
れ
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て

17
）

い
る
。

⒝

Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
構
成

こ
の
同
種
類
の
財
産
交
換
は
、
現
行
法
に
お
い
て
は
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
に
規
定
さ
れ
、
こ
の
規
定
が
あ
ら
ゆ
る
他
の
交
換
に
関
す

る
法
の
起
源
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
条
項
が
交
換
規
定
の
課
税
繰
延
べ
の
基
本
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
の
で

18
）

あ
る
。
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Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
規
定
は
そ
の
表
題
（T

itle

）
が
「
事
業
ま
た
は
投
資
を
目
的
に
所
有
し
て
い
る
財
産
の
交
換
」
で
あ
り
、（
ａ
）

か
ら
（
ｈ
）
ま
で
の
サ
ブ
セ
ク
シ
ョ
ン
が
置
か
れ
て
い
る
。（
ａ
）（
ｆ
）（
ｇ
）（
ｈ
）
に
つ
い
て
は
さ
ら
に
各
々
数
個
の
パ
ラ
グ
ラ
フ
が

置
か
れ
て
お
り
、
同
種
類
の
交
換
に
つ
い
て
細
部
に
わ
た
っ
て
規
定
さ
れ
て

19
）

い
る
。

イ

同
種
類
の
財
産

こ
の
規
定
に
お
い
て
、
第
一
に
問
題
と
な
る
の
が
同
種
類
の
財
産
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
同
種
類
の
財
産
と
は
、
事
業
用
（b

u
sin
ess

）

又
は
、
投
資
（in

v
estm

en
t

）
目
的
で
保
有
（h

o
ld

）
さ
れ
て
い
る
財
産
で
あ
り
、
交
換
す
る
財
産
に
つ
い
て
の
等
級
や
品
質
が
異
な
っ

て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
問
題
と
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
次
の
よ
う
な
財
産
は
事
業
用
ま
た
は
投
資
目
的
で
所
有
し
て
い
て
も
同
種
類
の
交
換
の
制
限
（
非
適
格
資
産
）
を
受
け
る
も

の
と
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
棚
卸
資
産
（in
v
en
to
ry

）、
株
式
（sto

ck
s

）、
債
券
（b

o
n
d a

n
d n

o
tes

）、
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
持

分
（in

terests in p
a
rtn
ersh

ip

）
無
体
財
産
（ch

o
se in a

ctio
n

）
等
で

20
）

あ
る
。
ま
た
、
不
動
産
（rea

l p
ro
p
erty

）
は
不
動
産
と
、

動
産
（p

erso
n
a
l p
ro
p
erty

）
は
動
産
と
交
換
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
不
動
産
に
つ
い
て
は
さ
ら
に
、
一
九
八
九
年
一
〇
月
以
降
は
、

米
国
内
の
不
動
産
と
海
外
の
不
動
産
の
交
換
は
、
同
種
類
の
財
産
の
交
換
に
は
該
当
し
な
い
取
り
扱
い
と
な
っ
て

21
）

い
る
。

ロ

交
換
の
期
間

第
二
に
は
、
交
換
の
期
間
の
問
題
が
あ
る
。
一
般
的
に
は
交
換
は
相
互
に
か
つ
同
時
に
な
さ
れ
る
こ
と
が
原
則
で
あ
る
が
、
譲
渡
財
産

の
譲
渡
後
四
五
日
以
内
に
取
得
す
べ
き
同
種
類
の
代
替
財
産
が
確
定
（id

en
tifica

tio
n

）
し
、
譲
渡
財
産
の
譲
渡
後
一
八
〇
日
以
内
、
も

し
く
は
申
告
書
の
提
出
期
限
の
う
ち
い
ず
れ
か
早
い
時
点
ま
で
に
、
同
種
類
の
代
替
財
産
を
実
際
に
受
領
し
取
引
を
完
了
し
て
い
な
け
れ

ば
、
交
換
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
根
拠
と
な
っ
た
も
の
が
、S

ta
k
er v

.
U
n
ited S

ta
tes

22
）

事
件
で
あ
る
。
こ
の
事
件
は
、
一
九
六
七
年
四
月
にS

ta
k
er

と
彼
の
息
子
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及
び
そ
の
嫁
がC

ro
w
n Z

ellerb
a
ck C

o
rp
o
ra
tio
n

へ
、
オ
レ
ゴ
ン
州
内
の
森
林
一
八
四
三
エ
ー
カ
の
所
有
権
を
譲
渡
し
、
そ
の
対
価
と

し
てC

ro
w
n

社
は
五
年
以
内
に
彼
等
に
適
当
な
不
動
産
を
用
意
す
る
か
、
も
し
く
は
未
払
勘
定
の
現
金
を
支
払
う
こ
と
に
同
意
し
た
。Sta

-

k
er

等
は
こ
れ
ら
の
取
引
が
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
適
用
下
の
利
益
を
認
識
し
な
い
取
引
と
し
て
申
告
し
た
。
と
こ
ろ
が
Ｉ
Ｒ
Ｓ
は
、
財
務

省
規
則
（
以
下R

eg
.

と
す
る
）

1.1002-1

（
ｂ
）
を
根
拠
と
し
て
、
交
換
は
同
時
に
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一

〇
三
一
条
に
は
該
当
し
な
い
と
し
て
課
税
処
分
を
行
っ
た
。
そ
こ
で
、
彼
等
は
オ
レ
ゴ
ン
州
合
衆
国
地
方
裁
判
所
に
提
訴
し
た
も
の
で
あ

る
。
控
訴
審
で
あ
る
、
第
九
巡
回
区
控
訴
裁
判
所
は
課
税
庁
が
根
拠
と
し
たR

eg
.
1.1002-1

（
ｂ
）
は
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
が
交
換
の

同
時
性
を
要
求
し
て
い
な
い
か
ら
、
解
釈
と
し
て
は
狭
す
ぎ
る
と
し
、
不
確
定
な
所
有
権
で
あ
っ
て
も
確
定
的
な
所
有
権
と
の
違
い
は
無

く
、
将
来
に
同
種
類
の
財
産
を
受
取
る
約
束
は
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
課
税
繰
延
べ
交
換
と
し
て
有
効
で
あ
る
と
判
示
し
た
。
こ
の

判
例
は
、
そ
の
後
い
く
つ
か
の
裁
判
で
追
認
さ
れ
、
現
行
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
（
ａ
）（
３
）
の
規
定
い
わ
ゆ
る
反S

ta
k
er

修
正
条
項

（a
n
ti-S

ta
rk
er a

m
en
d
m
e

23
）

n
t

）
の
制
定
に
よ
り
、
前
述
の
よ
う
な
日
数
制
限
の
も
と
で
の
み
、
課
税
の
繰
延
べ
が
認
容
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
れ
で
は
、
代
替
財
産
（
新
財
産
）
を
予
め
取
得
し
た
後
に
、
旧
財
産
を
譲
渡
す
る
い
わ
ゆ
る
「
逆
等
価
交
換
取
引
」（R

ev
erse

 
E
x
ch
a
n
g
es

）
は
認
め
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
従
来
Ｉ
Ｒ
Ｓ
は
予
め
代
替
財
産
を
取
得
し
て
お
き
、
次
に
自
己
が
所
有
す
る
財
産
を
譲
渡

し
た
場
合
（
逆
等
価
交
換
取
引
）
は
、
原
則
と
し
て
課
税
繰
延
べ
交
換
に
は
該
当
せ
ず
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
適
用
は
な
い
と
の
取

り
扱
い
を
し
て
い
た
。
し
か
し
、
二
〇
〇
〇
年
九
月
、
Ｉ
Ｒ
Ｓ
は
、R

ev
.
P
ro
c.
2000

37

を
公
表
し
、
二
〇
〇
〇
年
九
月
一
五
日
以
降

の
取
引
に
お
い
て
逆
等
価
交
換
取
引
が
認
め
ら
れ
る
セ
ー
フ
・
ハ
ー
バ
ー
（sa

fe h
a
rb
o
r

）
ル
ー
ル
を
明
ら
か
に

24
）

し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、

納
税
者
は
交
換
適
合
資
格
者
（A

T
 
ex
ch
a
n
g
e a
cco

m
m
o
d
a
tio
n titleh

o
ld
er

、
以
下
Ａ
Ｔ
と
略
）
と
適
格
交
換
適
合
協
定
（Q

E
A
A

 
q
u
a
lified ex

ch
a
n
g
e a

cco
m
m
o
d
a
tio
n a

rra
n
g
em
en
t

）
を
締
結
し
、
①
Ａ
Ｔ
が
代
替
財
産
を
取
得
し
た
後
、
交
換
財
産
を
四
五
日
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以
内
に
確
定
し
、
一
八
〇
日
以
内
に
譲
渡
す
る
こ
と
、
②
Ａ
Ｔ
が
代
替
財
産
を
取
得
し
て
か
ら
五
日
以
内
に
Ｑ
Ｅ
Ａ
Ａ
を
締
結
し
て
い
る

こ
と
、
③
Ａ
Ｔ
が
代
替
財
産
の
所
有
権
を
得
て
い
る
こ
と
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
Ａ
Ｔ
と
な

れ
る
の
は
、
連
邦
所
得
税
の
課
税
対
象
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
Ａ
Ｔ
が
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（p

a
rtn
ersh

ip

）
ま
た
は
、
Ｓ
コ
ー
ポ

レ
ー
シ
ョ
ン
（S co

rp
o
ra
ti

25
）

o
n

）
で
あ
る
場
合
は
、
そ
の
持
分
ま
た
は
株
式
の
九
〇
％
以
上
は
連
邦
所
得
税
の
課
税
対
象
者
と
な
る
パ
ー

ト
ナ
ー
ま
た
は
株
主
に
よ
っ
て
保
有
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

ハ

交
換
差
金
（b

o
o
t

）

第
三
に
、
交
換
差
金
（b

o
o
t

）
の
問
題
が
あ
り
、
こ
の
見
地
か
ら
は
、
課
税
の
繰
延
べ
が
必
ず
し
も
納
税
者
に
有
利
に
働
く
と
は
、
言

い
切
れ
な
い
場
合
も
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
交
換
差
金
と
は
、
同
種
類
の
交
換
に
あ
た
っ
て
、
納
税
者
が
同

種
類
の
財
産
の
他
、
追
加
分
と
し
て
金
銭
ま
た
は
異
種
類
の
財
産
を
受
領
し
た
場
合
、
こ
の
追
加
分
を
交
換
差
金
と
呼
ん
で
い
る
の
で
あ

る
。
こ
の
交
換
差
金
を
受
取
る
と
、
交
換
差
金
の
額
を
上
限
と
し
て
実
現
利
益
が
認
識
さ
れ
、
課
税
の
対
象
と
な
る
。
交
換
差
金
を
受
取
っ

た
時
に
認
識
さ
れ
る
利
益
は
、
実
現
利
益
ま
た
は
受
取
っ
た
交
換
差
金
の
Ｆ
Ｍ
Ｖ
（F

a
ir M

a
rk
et V

a
lu
e ：

公
正
市
場
価
格
）
い
わ
ゆ

る
わ
が
国
で
い
う
時
価
の
う
ち
ど
ち
ら
か
少
な
い
ほ
う
の
金
額
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
同
種
類
の
交
換
に
よ
り
「
損
失
」
が
実
現
さ
れ
た
場
合
は
認
識
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て

26
）

い
る
。
例
え
ば
、
時
価
が
取
得

価
格
よ
り
下
落
し
た
不
動
産
を
譲
渡
し
た
場
合
、
損
失
を
認
識
し
、
売
買
代
金
を
基
に
新
た
な
財
産
を
取
得
す
る
の
が
通
例
で
あ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
な
場
合
は
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
適
用
の
考
慮
の
必
要
は
な
い
。
し
か
し
、
い
わ
ゆ
る
セ
ー
ル
・
ア
ン
ド
・
リ
ー
ス
バ
ッ
ク

取
引
と
称
さ
れ
る
事
例
に
お
い
て
、
政
府
は
損
失
の
認
識
を
否
定
し
よ
う
と
し
た
こ
と
が
あ
る
。
そ
の
先
例
と
し
てJo

rd
a
n M

a
rsh C

o
.

v
.
C
o
m
m
issio

n
er

27
）

事
件
が
あ
る
。
事
件
の
概
要
は
、
デ
パ
ー
ト
所
有
者
で
あ
るJo

rd
a
n M

a
rsh

t

会
社
が
、
土
地
と
建
物
を
現
金
二
三
〇

〇
万
ド
ル
で
譲
渡
し
、
損
失
控
除
の
申
告
を
行
い
、
同
時
に
買
受
人
と
の
間
で
譲
渡
物
件
に
つ
い
て
期
間
三
〇
年
の
定
期
賃
貸
借
契
約
を

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡
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締
結
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
内
国
歳
入
庁
長
官
は
こ
の
損
失
控
除
を
否
認
し
、
本
件
取
引
は
同
種
類
の
財
産
の
交
換
（
不
動
産
権
益
と
賃
貸

借
権
）
に
該
当
す
る
と
し
て
、
申
告
の
見
直
し
を
行
っ
た
。
否
認
の
根
拠
と
な
っ
た
も
の
は
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
に
関
す
る
財
務
省

規
則
で
、
賃
貸
借
期
間
が
三
〇
年
以
上
の
定
期
賃
借
権
は
不
動
産
権
益
の
等
価
物
で
あ
る
と
規
定
し
て
い
た
。
し
か
し
、
こ
の
規
則
が
意

図
し
て
い
る
の
は
、
別
々
の
不
動
産
の
交
換
で
あ
る
こ
と
は
明
白
で
あ
っ
た
が
、
別
々
の
財
産
に
限
定
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
か
っ
た

こ
と
を
根
拠
と
し
た
の
で
あ
る
。

第
二
巡
回
区
控
訴
裁
判
所
は
、
控
訴
人
で
あ
る
納
税
者
の
主
張
を
認
め
、
こ
の
取
引
は
同
種
類
の
財
産
の
交
換
で
は
な
い
と
し
て
、
損

失
控
除
の
適
用
を
認
め
た
。
理
由
は
当
該
財
産
の
売
買
代
金
は
公
正
な
市
場
価
格
で
あ
り
、
定
期
賃
貸
借
契
約
の
も
と
で
支
払
う
賃
借
料

は
資
本
価
値
を
有
し
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
納
税
者
は
現
金
以
外
に
は
何
の
価
値
も
収
受
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
こ
の
取
引
は
交

換
で
は
な
く
売
買
で
あ
る
と
し
た
の
で
あ
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
米
国
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
の
中
核
規
定
で
あ
る
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
は
、
米
国
の
企
業
活
動
や
投
資
行
動
に
対

し
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
そ
れ
は
、
要
件
規
定
が
日
本
な
ど
に
比
べ
緩
く
、
容
易
に
課
税
繰
延
べ
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
そ
の

要
因
で
あ
る
。
こ
の
規
定
は
投
資
を
促
進
し
、
経
済
政
策
の
た
め
の
利
用
が
簡
便
な
反
面
、
タ
ッ
ク
ス
・
シ
ェ
ル
タ
ー
を
は
じ
め
と
す
る
、

租
税
回
避
行
為
の
利
用
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
多
く
、
両
者
の
調
整
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

注１
）

文
献
数
は
さ
ほ
ど
多
く
は
な
い
が
、
さ
し
あ
た
り
以
下
参
照
。
占
部
裕
典
「
交
換
課
税
と
課
税
の
繰
延
べ
」
碓
井
光
明
・
小
早
川
光
郎
・
水
野
忠
恒
・
中

里
実
編
『
公
法
学
の
法
と
政
策
・
上
巻
（
金
子
宏
先
生
古
希
祝
賀
）』
二
八
九
頁
（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
）、
吉
村
典
久
「
資
産
交
換
の
場
合
に
お
け
る
利
益

実
現
｜
ド
イ
ツ
租
税
裁
判
所
の
判
例
の
検
討
を
中
心
に
」
慶
応
大
大
学
院
法
学
研
究
科
論
文
集
第
二
四
号
一
六
七
頁
（
一
九
八
六
）、
伊
川
正
樹
「
譲
渡
所
得

課
税
に
お
け
る
財
産
の
交
換
｜
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
連
邦
最
高
裁
判
所C

o
tta
g
e S

a
v
in
g
s

判
決
を
題
材
に
」
名
城
法
学
第
五
二
巻
第
一
号
二
一
頁
（
二
〇
〇
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二
）、
水
野
忠
恒
「
土
地
税
制
の
手
法
｜
買
換
え
・
交
換
を
中
心
に
」
租
税
法
研
究
一
八
号
七
一
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
九
〇
）、
会
計
学
か
ら
の
立
場
で
佐
藤

文
雄
「
日
米
に
お
け
る
固
定
資
産
の
交
換
の
税
務
処
理
㈠
㈡
㈢
」
京
産
大
経
済
経
営
論
叢
第
二
二
巻
第
三
号
二
一
五
頁
（
一
九
八
七
）、
同
第
二
三
巻
第
二
号

一
〇
〇
頁
（
一
九
八
八
）、
同
第
二
五
巻
第
二
号
三
五
頁
（
一
九
九
〇
）、
杉
原
実
「
税
法
に
お
け
る
固
定
資
産
の
交
換
と
買
換
え
」
西
南
学
院
大
商
学
論
集

一
五
（
三
）
一
頁
（
一
九
六
八
）、
経
済
学
の
立
場
か
ら
、
山
本
栄
一
「
租
税
の
自
発
的
交
換
理
論：

特
に
サ
ム
エ
ル
ソ
ン
・
モ
デ
ル
に
つ
い
て
」
関
学
大
経

済
学
論
究
二
四
（
二
）
二
二
七
頁
（
一
九
七
〇
）。

（
２
）

本
条
項
は
、
昭
和
三
四
年
政
令
第
八
五
号
に
よ
り
追
加
さ
れ
、
昭
和
四
〇
年
法
律
第
三
三
号
に
よ
り
現
行
法
と
な
っ
て
い
る
。
当
初
の
政
令
と
の
大
き
な

違
い
は
、
交
換
の
相
手
方
に
も
一
年
以
上
所
有
し
て
い
た
固
定
資
産
で
あ
る
こ
と
を
要
求
す
る
条
文
が
加
重
追
加
さ
れ
た
こ
と
で
あ
る
（
武
田
昌
輔
『
Ｄ
Ｈ

Ｃ
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
所
得
税
㈥
』
四
二
六
二
頁
（
第
一
法
規
、
加
除
式
））

（
３
）

浦
和
地
判
昭
和
六
一
年
六
月
三
〇
日
税
資
一
五
〇
号
五
七
五
頁
、
同
旨
東
京
地
判
平
成
四
年
三
月
一
〇
日
税
資
一
八
八
号
五
七
三
頁
・
訟
務
月
報
三
九
巻

一
号
一
三
九
頁
。

（
４
）

那
覇
地
判
平
成
九
年
三
月
一
八
日
税
資
二
二
二
号
九
三
六
号
、
同
旨
奈
良
地
判
平
成
一
一
年
四
月
二
一
日
税
資
二
四
二
号
一
八
四
頁
。

（
５
）

い
わ
ゆ
る
岩
瀬
事
件

東
京
地
判
平
成
一
〇
年
五
月
一
三
日
訟
務
月
報
四
七
巻
一
号
一
九
九
頁
・
判
時
一
六
五
六
号
七
二
頁
、
控
訴
審
東
京
高
判
平
成
一

一
年
六
月
二
一
日
訟
務
月
報
四
七
巻
一
号
一
八
四
頁
・
判
タ
一
〇
二
三
号
一
六
五
頁
。

判
例
評
釈
と
し
て
、
品
川
芳
宣
（
税
研
八
九
号
一
一
五
頁
）、
占
部
裕
典
（
判
時
一
七
〇
三
号
一
八
〇
頁
）、
東
亜
由
美
（
税
理
四
三
巻
三
号
一
六
五
頁
）、

中
里
実
（
税
研
一
〇
六
号
五
一
頁
）
参
照
。

事
案
は
、
む
し
ろ
こ
の
規
定
を
回
避
す
る
た
め
（
交
換
差
金
が
出
た
場
合
不
利
に
働
く
た
め
）
に
実
質
交
換
取
引
と
み
ら
れ
る
行
為
を
二
つ
の
売
買
行
為

（
契
約
）
と
し
て
租
税
回
避
を
図
っ
た
事
案
で
、
控
訴
審
に
お
い
て
納
税
者
が
逆
転
勝
訴
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
（
そ
の
後
課
課
庁
の
上
告
は
不
受
理
）。
そ

の
他
の
事
例
に
つ
い
て
は
、
中
里
評
釈
参
照
。

（
６
）

こ
の
解
釈
と
し
て
交
換
の
相
手
方
に
も
こ
の
要
件
を
求
め
ら
れ
る
と
し
た
も
の
と
し
て
大
阪
地
判
昭
和
五
四
年
一
月
三
〇
日
訟
務
月
報
二
五
巻
五
号
一
四

五
九
号
・
税
資
一
〇
四
号
一
五
五
頁
（
控
訴
審
大
阪
高
判
昭
和
五
四
年
五
月
二
九
日
税
資
一
〇
五
号
四
九
五
頁
）、
そ
の
他
の
事
例
と
し
て
東
京
高
判
平
成
元

年
一
一
月
三
〇
日
判
タ
七
三
〇
号
八
七
頁
・
税
資
一
七
四
号
八
〇
七
頁
参
照
。

（
７
）

同
一
の
用
途
に
供
す
る
と
し
て
積
極
的
行
為
が
求
め
ら
れ
る
、
名
古
屋
地
判
昭
和
五
八
年
五
月
一
六
日
税
資
一
三
〇
号
四
二
六
頁
。
大
阪
地
判
平
成
一
四

年
一
〇
月
一
〇
日
判
タ
一
一
五
五
号
二
〇
五
頁
・
訟
務
月
報
五
〇
巻
六
号
一
九
四
五
頁
（
控
訴
審
大
阪
高
判
平
成
一
五
年
六
月
二
七
日
判
タ
一
一
五
五
号
二

〇
二
頁
・
訟
務
月
報
五
〇
巻
六
号
一
九
三
六
頁
）、
判
例
評
釈
と
し
て
大
淵
博
義
（
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
六
五
号
一
四
五
頁
）、
大
淵
博
義
・
常
世
田
正
之
（
Ｔ
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Ｋ
Ｃ
税
研
情
報
一
三
巻
二
号
三
二
頁
）
参
照
。

（
８
）

日
本
税
理
士
会
連
合
会
編
『
買
換
・
交
換
・
収
用
の
税
務
事
典
三
訂
版
』
一
九
頁
（
東
林
出
版
社
、
二
〇
〇
二
）。

（
９
）

長
崎
地
判
昭
和
五
五
年
六
月
一
六
日
税
資
一
一
三
号
六
二
一
頁
。

（
10
）

岡
山
地
判
昭
和
五
九
年
四
月
二
五
日
税
資
一
三
六
号
三
三
一
頁
・
シ
ュ
ト
イ
エ
ル
二
七
〇
号
三
七
頁
、
同
旨
浦
和
地
判
昭
和
五
六
年
五
月
二
七
日
税
資
一

一
七
号
四
四
八
頁
。

（
11
）

日
本
税
理
士
連
合
会
編
・
前
掲
注
（
８
）
一
九
頁
、
こ
の
制
度
の
も
と
も
と
の
沿
革
は
、
昭
和
二
七
年
の
「
自
作
農
地
の
買
換
え
の
場
合
の
譲
渡
所
得
金

額
の
計
算
特
例
」
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
二
八
年
に
は
対
象
財
産
に
「
採
塩
用
資
産
」
が
追
加
さ
れ
、
三
八
年
に
本
規
定
と
な
る
の
で
あ
る
。
昭
和
五

四
年
以
降
は
毎
年
何
ら
か
の
改
正
が
行
わ
れ
て
い
る
（
武
田
・
前
掲
注
（
２
）
六
七
一
七
頁
）。

（
12
）
「
事
業
の
用
に
供
し
て
い
る
」
に
関
し
て
、
現
実
に
供
し
て
い
る
必
要
が
あ
る
の
か
否
か
に
つ
い
て
、
積
極
説
（
大
阪
地
判
昭
和
五
〇
年
二
月
五
日
税
資
八

〇
号
一
三
四
頁
・
訟
務
月
報
二
一
巻
四
号
八
八
九
号
、
最
高
裁
昭
和
五
三
年
一
二
月
二
二
日
・
税
資
一
〇
三
号
五
五
頁
）、
消
極
説
（
浦
和
地
裁
昭
和
五
六
年

五
月
二
七
日
税
資
一
一
七
号
四
四
八
頁
、
東
京
高
判
昭
和
五
八
年
八
月
一
六
日
税
資
一
三
三
号
四
七
九
頁
、
最
判
昭
和
六
〇
年
一
一
月
八
日
税
資
一
四
七
号

三
四
五
頁
、
京
都
地
判
平
成
五
年
一
〇
月
二
九
日
税
資
一
九
九
号
七
〇
六
頁
）。

事
業
の
用
に
供
し
て
い
た
と
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
事
例
、
千
葉
地
判
昭
和
四
八
年
五
月
三
〇
日
税
資
七
〇
号
一
六
九
頁
・
シ
ュ
ト
イ
エ
ル
一
三
九
号
二
八

頁
、
名
古
屋
高
判
昭
和
五
一
年
一
月
二
九
日
税
資
八
七
号
二
四
〇
頁
、
大
阪
高
判
昭
和
五
二
年
一
二
月
一
四
日
税
資
九
六
号
四
三
四
号
、
最
判
平
成
二
年
七

月
一
九
日
税
資
一
八
〇
号
三
〇
六
頁
、
東
京
審
裁
決
昭
和
五
三
年
分
所
得
税
東
国
栽
例
集
Ｎ
ｏ
二
三
｜
二
。

（
13
）

長
崎
地
判
昭
和
五
五
年
六
月
一
六
日
税
資
一
一
三
号
六
二
一
頁
、
京
都
地
判
昭
和
五
七
年
一
〇
月
一
五
日
税
資
一
二
八
号
六
七
頁
、
札
幌
地
判
昭
和
六
二

年
五
月
八
日
税
資
一
五
八
頁
五
六
一
頁
・
シ
ュ
ト
イ
エ
ル
三
〇
九
号
二
二
頁
、
横
浜
地
判
昭
和
六
二
年
一
二
月
二
三
日
税
資
一
六
〇
号
一
五
〇
九
頁
・
判
時

一
二
八
二
号
一
〇
九
頁
、
最
判
平
成
元
年
四
月
一
三
日
税
資
一
七
〇
号
七
頁
。

（
14
）

民
間
が
行
う
再
開
発
事
業
の
う
ち
次
の
㈠
か
ら
㈣
ま
で
に
掲
げ
る
要
件
の
す
べ
て
を
満
た
す
も
の
で
そ
の
事
業
に
係
る
中
高
層
耐
火
建
築
物
の
建
築
主
の

申
請
に
基
づ
い
て
都
道
府
県
知
事
の
認
定
を
受
け
た
も
の
を
言
う
。
㈠
首
都
圏
の
既
成
市
街
地
、
近
畿
圏
の
既
成
都
市
区
域
及
び
中
部
圏
の
名
古
屋
市
の
区

域
、
都
市
計
画
法
四
条
一
項
・
都
市
再
開
発
法
二
条
の
三
第
一
項
二
号
の
地
区
、
都
市
計
画
法
八
条
一
項
三
号
の
高
度
利
用
地
区
、
都
市
計
画
に
地
区
計
画
・

再
開
発
地
区
計
画
・
防
災
街
区
整
備
地
区
計
画
・
沿
道
地
区
計
画
と
し
て
定
め
ら
れ
た
地
区
、
㈡
地
上
四
階
以
上
の
中
高
層
耐
火
建
築
物
の
建
築
を
目
的
と

す
る
事
業
で
土
地
区
域
一
〇
〇
〇
㎡
以
上
、
㈢
施
行
地
区
内
に
空
地
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
㈣
施
行
地
区
内
の
土
地
の
利
用
の
共
同
化
に
寄
与
す
る
も

の
（
租
税
特
別
措
置
法
三
七
の
五
①
一
、
六
五
の
七
①
十
四
、
同
施
行
令
二
五
の
四
②
③
、
三
九
の
七
⑩

、
同
規
則
一
八
の
六
、
二
二
の
七
①
）。
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（
15
）

交
換
分
合
と
は
、
土
地
改
良
法
な
ど
に
基
づ
き
、
農
地
を
集
団
化
す
る
た
め
に
一
定
の
区
域
の
農
地
を
区
画
、
形
状
、
地
番
を
変
え
ず
に
所
有
権
を
移
転

交
換
す
る
こ
と
で
、
換
地
と
区
別
さ
れ
る
概
念
で
あ
る
。

（
16
）

K
a
th
erin

e A
.
S
p
a
ld
in
g v

.
C
o
m
m
issio

n
er,

7 B
.
T
.
A
.
588,

589
90 D

ec.
2601

(A
cq
)
(1927).

Ｂ
Ｔ
Ａ
は
、
一
九
二
四
年
に
創
設
さ
れ
たB

o
a
d

 
o
f T

a
x A

p
p
ea
ls

（
租
税
訴
願
庁
）
を
意
味
し
、
現
在
の
租
税
裁
判
所
の
源
流
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。
田
中
英
夫
編
『
英
米
法
辞
典
』
八
四
〇
頁
（
東
大

出
版
会

一
九
九
一
）
参
照
。

（
17
）

H
o
lm
es F

.
C
ro
u
ch
,
T
ax D

eferred
 
E
xch

an
ges

,
p
3
2
(2003),:

S
a
ra
to
g
a
,
A
L
L
Y
E
A
R
.

（
18
）

Id
.
a
t p
3
1.

（
19
）

Ｉ
Ｒ
Ｃ
一
〇
三
一
条
の
（
ａ
）
は
単
一
の
同
種
類
の
交
換
の
課
税
ま
た
は
損
失
控
除
の
繰
延
べ
の
一
般
規
定
で
、（
ｂ
）
は
単
一
で
は
な
い
場
合
の
利
益
の

繰
延
べ
、（
ｃ
）
は
単
一
で
は
な
い
場
合
の
損
失
の
繰
延
べ
、（
ｄ
）
は
交
換
に
よ
る
投
資
基
準
額
（B

a
sis

）、（
ｅ
）
は
異
な
っ
た
性
の
家
畜
の
交
換
、（
ｆ
）

以
下
は
特
別
規
定
で
（
ｆ
）
は
特
別
な
関
係
を
持
つ
者
の
間
の
交
換
、（
ｇ
）
は
交
換
リ
ス
ク
、（
ｈ
）
は
外
国
の
不
動
産
と
動
産
の
交
換
の
規
定
で
あ
る
。

（
20
）

IR
C
1031

（
ａ
）（
２
）

（
21
）

伊
藤
公
哉
『
ア
メ
リ
カ
連
邦
税
法
』
一
三
三
頁
（
中
央
経
済
社
、
二
〇
〇
一
）。

（
22
）

T
.
J.
S
ta
rk
er v

.
U
n
ited S

ta
ts o

f A
m
erica

,
602 F

.
2d 1341,

1344
56
(1979).

（
23
）

Jo
el S

.
N
ew
m
a
n
,
F
E
D
E
R
A
L
 
IN
C
O
M
E
 
T
A
X
A
T
IO
N
 
C
A
S
E
S
,
P
R
O
B
L
E
M
S
,
A
N
D
 
M
A
T
E
R
IA
L
S
,
579

(2d ed
.
2002):

W
E
S
T
-

G
R
O
U
P
.

（
24
）

cf.,
M
a
ry B F

o
ster

“R
everse E

xch
an
ge A

fter R
ev.

P
roc.

2
0
0
0
3
7
”,
C
C
H
 
jo
u
n
a
l o
f P
a
ssth

ro
u
g
h E

n
tities ja

n
u
a
ry
-feb

u
a
ry
(2001).

（
25
）

Ｓ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
は
、
正
確
に
はS

u
b
ch
a
p
ter S C

o
rp
o
ra
tio
n

と
呼
ば
れ
、
そ
の
名
称
は
内
国
歳
入
法
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
）
第
Ｓ
章
に
そ
の
内
容
が
規

定
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
由
来
す
る
。
連
邦
税
の
法
人
に
対
す
る
課
税
は
、
法
人
を
普
通
法
人
（S C

o
rp
o
ra
tio
n

に
対
し
てC C

o
rp
o
ra
tio
n

と
呼
ば
れ
る
）

と
小
規
模
法
人
（S C

o
rp
ra
tio
n

）
に
大
別
し
課
税
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
Ｓ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
法
人
所
得
が
パ
ス
・
ス
ル
ー
（P

a
ss T

h
ro
u
g
h

）

さ
れ
個
人
株
主
に
伝
え
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
事
業
体
（P

a
ss T

h
ro
u
g
h E

n
tity

）
は
他
に
は
、
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（P

a
rtn
ersh

ip

）
が
あ
る
。
Ｐ
・
ワ
イ
デ
ン
ブ
ル
ッ
ク
、
カ
レ
ン
・

Ｃ
・
バ
ー
ク
（
高
橋
真
一
訳
）『
ア
メ
リ
カ
法
人
税
法
』（
木
鐸
社
、
一
九
九
六
）
参
照
。

（
26
）

IR
C
1031

（
Ｃ
）

（
27
）

Jo
rd
a
n M

a
rsh C

o
m
p
a
n
y v

.
C
o
m
m
issio

n
er,

269 F
.
2d 453,

455
58
(1959).

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡

北研45(1・ )137 137



第
三
節

居
住
用
住
宅
の
課
税
繰
延
べ

居
住
用
住
宅
の
課
税
繰
延
べ
に
つ
い
て
、
日
米
と
も
に
同
様
な
規
定
を
持
っ
て
い
る
が
、
そ
の
制
度
の
背
景
に
つ
い
て
は
、
多
少
の
違

い
が
見
ら
れ
る
。
わ
が
国
の
規
定
は
、
土
地
政
策
の
影
響
を
受
け
制
度
構
築
さ
れ
た
規
定
で
あ
り
、
米
国
に
お
い
て
は
転
勤
の
よ
う
な
特

殊
事
情
に
よ
っ
て
、
住
居
を
手
放
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
よ
う
な
場
合
の
救
済
規
定
で
、
一
種
の
不
可
抗
力
に
よ
る
転
換
規
定
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
て
い
る
。
以
下
両
国
の
制
度
の
概
要
を
紹
介
し
よ
う
。

㈠

わ
が
国
に
お
け
る
居
住
用
住
宅
の
交
換
・

１
）

買
換

居
住
用
住
宅
の
交
換
、
買
換
規
定
は
、
住
宅
を
相
続
等
に
よ
っ
て
引
継
い
だ
場
合
と
、
そ
れ
以
外
の
理
由
に
よ
り
取
得
し
た
場
合
に
分

け
て
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
両
者
の
規
定
は
ほ
ぼ
共
通
し
て
お
り
、
適
用
要
件
と
し
て
所
有
期
間
が
一
〇
年
を
越
え
る
こ
と
以
外
に
、
相
続
に
よ
る
場
合

は
そ
の
個
人
が
三
〇
年
以
上
に
わ
た
っ
て
居
住
の
用
に
供
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
規
定
は
、
居
住
用
財
産
を
譲
渡
し

た
場
合
の
「
三
〇
〇
〇
万
の
特
別
控
除
の

２
）

特
例
」
と
の
選
択
適
用
で
あ
り
、
租
税
特
別
措
置
法
三
六
条
の
四
、
同
施
行
令
二
四
条

３
）

の
三
に

よ
り
計
算
し
た
額
を
、
転
換
財
産
の
取
得
価
格
と
す
る
課
税
繰
延
べ
規
定
で
あ
る
。

こ
の
居
住
用
住
宅
の
交
換
、
買
換
規
定
は
、
昭
和
二
七
年
に
住
宅
建
設
促
進
の
目
的
で
創
設
さ
れ
、
昭
和
四
四
年
に
一
度
廃
止
さ
れ
た
。

昭
和
五
七
年
に
再
度
復
活
す
る
も
、
昭
和
六
三
年
に
再
び
原
則
廃
止
と
な
り
、
平
成
五
年
に
三
た
び
復
活
す
る
と
い
う
変
遷
を
た
ど
っ
て

い
る
。

石
島
弘
教
授
に
よ
れ
ば
、
こ
の
規
定
の
三
た
び
に
渡
る
改
廃
は
、
政
府
に
よ
る
場
当
た
り
的
な
土
地
税
制
の
結
果
で
あ
り
、
政
策
的
な
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実
効
性
は
乏
し
い
と
の
見
解
が
示
さ
れ
て

４
）

い
る
。
こ
の
規
定
を
地
価
対
策
、
住
宅
政
策
の
よ
う
な
政
策
目
的
か
ら
見
れ
ば
ま
さ
に
、
石
島

教
授
の
指
摘
さ
れ
る
と
お
り
で
あ
り
、
そ
の
存
在
意
義
も
疑
わ
れ
る
こ
と
と
な
る
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
居
住
用
資
産
は
ま
さ
に
、
国

民
生
活
の
基
本
を
な
す
財
産
で
あ
り
、
そ
れ
が
何
ら
か
の
理
由
で
手
放
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
、
課
税
を
回
避
し
、
新
た
な
居
住
用

代
替
資
産
を
取
得
さ
せ
る
こ
と
は
国
民
の
利
益
と
い
う
観
点
か
ら
見
れ
ば
、
意
味
の
な
い
こ
と
で
は
な
い
。
そ
し
て
、
こ
の
居
住
用
住
宅

の
交
換
・
買
換
規
定
は
、
米
国
の
居
住
用
住
宅
の
交
換
規
定
で
あ
る
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
四
条
が
母
法
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て

５
）

い
る
。
後
述

す
る
よ
う
に
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
四
条
は
一
九
九
七
年
に
改
正
さ
れ
、
現
行
法
で
は
わ
が
国
に
お
け
る
三
〇
〇
〇
万
の
特
別
控
除
の
よ
う

に
、
総
所
得
除
外
規
定
と
な
っ
て
お
り
、
課
税
繰
延
べ
と
い
う
見
地
か
ら
す
れ
ば
趣
を
異
に
す
る
規
定
に
変
わ
っ
て
い
る
が
、
旧
規
定
は

転
勤
等
の
自
己
の
意
思
に
基
づ
か
な
い
理
由
に
よ
る
譲
渡
の
救
済
規
定
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
、
わ
が
国
の
規
定
の
存
在
意
義
は
、

土
地
政
策
の
影
響
の
み
で
は
説
明
で
き
な
い
も
の
で
あ
ろ
う
。

本
規
定
に
お
い
て
特
に
問
題
と
な
る
の
は
、
譲
渡
財
産
が
「
居
住
の
用
に
供
し
て
い
る
家
屋
」
の
意
味
で

６
）

あ
り
、
そ
の
他
の
要
件
に
つ

い
て
も
判
例
は
事
業
用
資
産
の
場
合
と
同
様
の
姿
勢
を
示
し
て

７
）

い
る
。

こ
の
点
に
関
し
、
裁
判
所
は
非
課
税
規
定
、
租
税
特
別
措
置
に
係
る
規
定
の
解
釈
は
、
原
則
規
定
に
比
し
特
に
厳
格
に
解
釈
す
べ
き
で

あ
る
と
い
う
態
度
を
取
っ
て
い
る
が
、
非
課
税
規
定
、
減
免
規
定
の
特
例
規
定
を
例
外
規
定
と
し
て
、
原
則
規
定
よ
り
も
解
釈
に
よ
り
厳

し
い
厳
格
性
、
狭
義
性
を
要
請
す
る
法
解
釈
は
妥
当
で
は
な
い
と
す
る
指
摘
も

８
）

あ
り
、
こ
の
こ
と
は
、
公
用
収
用
に
よ
る
課
税
繰
延
べ
規

定
に
も
相
通
じ
る
部
分
が
あ
り
、
別
章
に
お
い
て
再
度
検
証
す
る
こ
と
に
す
る
。

㈡

米
国
に
お
け
る
居
住
用
住
宅
の
交
換

米
国
の
課
税
繰
延
べ
規
定
に
お
け
る
、
第
二
の
中
核
規
定
と
考
え
ら
れ
る
も
の
と
し
て
、
居
住
用
財
産
の
交
換（ex

ch
a
n
g
e o
f p
rin
ci-
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p
a
l resid

en
ce

）
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
の
制
度
は
、
現
行
に
お
い
て
は
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
二
一
条
に
姿
を
替
え
規
定
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、

一
九
九
七
年
以
前
は
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
四
条
に
「
居
住
用
財
産
の
売
却
利
益
の
移
替
え
」
と
い
う
タ
イ
ト
ル
で
規
定
さ
れ
て
お
り
、
再
編

さ
れ
た
も
の
で

９
）

あ
る
。
現
行
法
は
「
居
住
財
産
の
売
却
利
益
の
除
外
」
と
い
う
タ
イ
ト
ル
が
示
す
よ
う
に
、
こ
の
規
定
の
本
質
が
変
更
さ

れ
て
い
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
つ
ま
り
、
旧
規
定
に
お
い
て
はR

o
llo
v
er o

f G
a
in

と
さ
れ
て
い
た
も
の
が
、
新
規
定

に
お
い
て
はE

x
clu
sio
n o
f G
a
in

と
い
う
規
定
に
変
更
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
旧
規
定
が
課
税
繰
延
べ
、
厳
密
に
言
え
ば
利

益
認
識
の
延
期
規
定
で
あ
っ
た
も
の
が
、
新
規
定
に
お
い
て
は
永
久
に
課
税
を
行
わ
な
い
除
外
規
定
に
変
更
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
し

て
い
る
。
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
四
条
の
規
定
は
、
居
住
用
財
産
の
売
却
か
ら
生
ず
る
利
益
は
、
納
税
者
が
二
年
以
内
に
新
し
い
居
住
用
財
産

を
購
入
し
た
場
合
、
新
た
に
取
得
し
た
居
住
用
財
産
の
購
入
価
格
が
、
旧
財
産
の
譲
渡
価
格
を
上
回
る
時
は
利
益
が
認
識
さ
れ
な
い
。
逆

の
場
合
は
そ
の
差
額
を
上
限
と
し
て
利
益
が
認
識
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
こ
と
は
、
同
種
類
の
財
産
の
課
税
繰
延
べ
と
同
様
、
新
居

住
用
財
産
の
基
礎
価
格
は
、
認
識
さ
れ
な
か
っ
た
利
益
と
の
差
額
と
し
て
、
課
税
繰
延
べ
が
行
わ
れ
る
制
度
と
し
て
組
み
立
て
ら
れ
て
い

る
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
新
規
定
に
お
い
て
は
、
二
年
以
上
住
居
と
し
て
使
用
し
て
い
た
場
合
、
二
五
万
ド
ル
ま
で
の
売
却
利
益
は

総
所
得
か
ら
除
外
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

注１
）

こ
の
分
野
の
文
献
も
限
ら
れ
て
い
る
。
さ
し
あ
た
り
、
石
島
弘
「
居
住
用
財
産
の
譲
渡
所
得
課
税
の
特
例
｜
特
別
控
除
・
軽
減
税
率
・
買
換
え
（
交
換
）

の
特
例
」
岡
山
大
学
法
学
会
雑
誌
第
五
〇
巻
第
二
号
一
〇
一
頁
（
二
〇
〇
〇
）
参
照
。

（
２
）

租
税
特
別
措
置
法
第
三
五
条
。
昭
和
三
六
年
に
三
五
万
円
の
特
別
控
除
制
度
が
設
け
ら
れ
、
そ
の
後
昭
和
四
四
年
に
控
除
額
が
一
〇
〇
〇
万
に
引
上
げ
ら

れ
、
昭
和
四
七
年
に
一
七
〇
〇
万
、
昭
和
五
〇
年
に
三
〇
〇
〇
万
と
な
っ
た
。
こ
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
添
付
書
類
と
伴
に
確
定
申
告
書
の

特
例
適
用
条
文
欄
に
「
措
法
三
五
条
」
と
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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（
３
）

譲
渡
収
入
金
額
の
一
部
で
買
換
え
た
場
合

譲
渡
資
産
の
取
得
費
＋
譲
渡
費
用
の
額
）×
買
換
資
産
の
取
得
費
／
譲
渡
資
産
の
譲
渡
収
入

譲
渡
収
入
と
買
換
資
産
の
取
得
費
が
等
し
い
場
合

譲
渡
資
産
の
取
得
費
＋
譲
渡
費
用
の
額

買
換
資
産
の
取
得
費
が
譲
渡
収
入
金
額
を
越
え
る
場
合

譲
渡
資
産
の
取
得
費
＋
譲
渡
費
用
の
額
）＋

買
換
資
産
の
取
得
費－

譲
渡
資
産
の
譲
渡
収
入
）

（
４
）

石
島
・
前
掲
注
（
１
）
一
二
四
頁
。

（
５
）

石
島
・
前
掲
注
（
１
）
一
一
四
頁
。

（
６
）

大
阪
地
判
昭
和
六
三
年
二
月
二
六
日
税
資
一
六
三
号
六
〇
〇
頁
、
福
岡
高
判
昭
和
六
一
年
四
月
二
四
日
税
資
一
五
二
号
一
二
三
頁
、
最
判
平
成
元
年
三
月

二
四
日
税
資
一
六
九
号
一
一
三
四
頁
。

措
置
法
三
五
条
関
係
で
は
、
広
島
地
判
昭
和
四
九
年
八
月
二
七
日
行
集
二
五
巻
八
・
九
号
二
一
三
頁
。
大
阪
地
判
昭
和
五
〇
年
五
月
二
九
日
税
資
八
一
号

七
四
三
号
、
横
浜
地
判
昭
和
五
四
年
六
月
二
七
日
税
資
一
〇
五
号
八
七
二
頁
、
大
阪
高
判
昭
和
五
四
年
一
一
月
一
四
日
税
資
一
〇
九
号
三
四
一
頁
、
神
戸
地

判
昭
和
五
七
年
三
月
一
七
日
税
資
一
二
二
号
五
七
四
頁
、
東
京
高
判
昭
和
五
七
年
六
月
二
四
日
税
資
一
二
三
号
八
一
七
頁
。

判
例
は
基
本
的
に
、
納
税
者
や
家
族
の
日
常
生
活
の
状
況
、
家
屋
へ
の
入
居
目
的
、
家
屋
の
構
造
等
の
状
況
等
を
総
合
勘
案
し
て
判
定
し
て
い
る
（
措
置

法
基
本
通
達
三
一
の
三
｜
二
参
照
）。

（
７
）

大
阪
地
判
昭
和
四
九
年
一
月
二
九
日
税
資
七
四
号
一
六
九
頁
、
福
岡
地
判
昭
和
五
二
年
九
月
九
日
税
資
九
五
号
五
二
〇
頁
、
京
都
地
判
昭
和
五
六
年
一
一

月
二
〇
日
税
資
一
二
一
号
三
六
一
頁
、
神
戸
地
判
昭
和
六
〇
年
六
月
二
四
日
税
資
一
四
五
号
九
五
四
頁
・
訟
務
月
報
三
二
巻
三
号
六
七
七
頁
、
東
京
地
判
平

成
元
年
七
月
一
三
日
税
資
一
七
三
号
一
二
六
頁
、
京
都
地
判
平
成
三
年
一
〇
月
一
八
日
税
資
一
八
六
頁
九
八
六
頁
、
大
分
地
判
平
成
一
〇
年
三
月
二
三
日
税

資
二
三
一
号
二
一
二
頁
。

（
８
）

石
島
・
前
掲
注
（
１
）
一
七
二
頁
。

（
９
）

H
o
lm
es F

.
C
ro
u
ch
,
T
ax D

eferred
 
E
xch

an
ges

.
p
1
5
(2003),:

S
a
ra
to
g
a
,
A
L
L
Y
E
A
R
.
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第
四
節

公
用
収
用
に
お
け
る
財
産
の
課
税
繰
延
べ

課
税
繰
延
べ
の
基
本
で
あ
る
、
交
換
・
買
換
の
第
三
の
類
型
で
あ
る
、
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
は
、
こ
れ
ま
で
見
て
き
た
二

つ
の
類
型
同
様
、
日
米
に
お
い
て
同
様
の
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
。
本
節
に
お
い
て
は
、
両
国
の
制
度
の
基
本
的
な
問
題
を
確
認
し
て
お

こ
う
。㈠

わ
が
国
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ

⒜

公
用
収
用
と
損
失
補
償

わ
が
国
に
お
け
る
土
地
神
話
、
大
規
模
な
公
共
事
業
に
よ
る
開
発
が
崩
壊
し
て
久
し

１
）

い
が
、
土
地
の
利
用
・
使
用
等
を
巡
る
法
的
規
制
、

政
策
論
議
は
い
ま
で
も
活
発
に
な
さ
れ
て
い
る
。
土
地
の
私
的
所
有
権
に
つ
い
て
は
、
古
く
は
ロ
ー
マ
法
の
時
代
か
ら
認
め
ら
れ
て
き
た

も
の
で
あ
り
、
現
行
憲
法
も
第
二
九
条
で
認
め
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
米
国
に
お
い
て
も
、
連
邦
憲
法
修
正
第
五
条
に
お
い
て
私
的

財
産
権
の
保
障
規
定
を
定
め
て

２
）

い
る
。

こ
れ
ら
の
規
定
の
源
流
は
、
一
九
世
紀
に
成
立
し
た
ナ
ポ
レ
オ
ン
法
典
が
そ
の
範
と
な
っ
て
い
る
も
の
で
、
同
時
に
そ
の
頃
の
パ
リ
の

都
市
状
況
か
ら
、
私
的
所
有
権
の
保
障
と
伴
に
、
所
有
権
は
公
共
の
た
め
に
義
務
を
負
う
制
約
を
受
け
る
と
い
う
思
想
が
認
識
さ
れ
て

３
）

い
た
。
こ
こ
に
、
私
有
財
産
権
の
保
障
と
表
裏
一
体
を
な
す
、
公
用
収
用
の
概
念
が
発
生
す
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
今
日
の
私
有
財
産

権
の
保
障
規
定
は
、
正
当
な
補
償
な
し
に
、
私
有
財
産
権
の
侵
害
を
な
し
て
は
な
ら
な
い
と
規
定
す
る
に
至
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

そ
も
そ
も
、
公
用
収
用
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
公
用
収
用
権
が
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
公
用
収
用
権
は
課
税
権
と
同
様
、

国
家
主
権
の
一
形
態
で
あ
り
、
国
家
が
当
然
に
保
有
し
う
る
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
な
さ
れ
て

４
）

き
た
。
そ
し
て
、
そ
の
収
用
権
が
認
め
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ら
れ
る
条
件
は
、「
正
当
な
補
償
」
と
「
公
共
の
目
的
」
と
い
う
二
つ
の
要
件
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、「
正
当
な
補
償
」
に

基
づ
い
て
交
付
さ
れ
る
の
が
損
失
補

５
）

償
金
で
あ
り
、
わ
が
国
の
税
法
及
び
米
国
の
税
法
に
お
い
て
も
、
そ
の
課
税
が
繰
延
べ
ら
れ
る
制
度

を
採
用
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

⒝

損
失
補
償
の
課
税

損
失
補
償
は
通
例
、
実
費
弁
済
す
な
わ
ち
属
物
的
補
償
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
他
方
で
個
人
が
生
活
再
建
の
た
め
に
使
い
得
る
原

資
と
し
て
の
補
償
、
す
な
わ
ち
属
人
的
補
償
で
あ
る
と
い
う
議
論
が

６
）

あ
る
。
こ
れ
を
課
税
の
面
か
ら
見
れ
ば
、
課
税
客
体
と
し
て
の
損
失

補
償
金
を
ど
う
評
価
し
、
ど
の
よ
う
に
課
税
す
る
の
か
と
い
う
問
題
に
帰
着
す
る
こ
と
と
な
る
。

課
税
客
体
を
何
に
求
め
る
か
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
現
代
国
家
は
、
所
得
・
資
産
・
消
費
に
対
し
、
バ
ラ
ン
ス
を
保
ち
つ
つ
課
税

す
る
の
が
通
例
で
あ
る
。
資
産
・
消
費
に
課
税
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
正
面
か
ら
把
握
で
き
な
か
っ
た
所
得
を
側
面
か
ら
把
握
し
よ
う
と

し
て
い
る
も
の
で
、
そ
う
し
た
意
味
で
は
資
産
・
消
費
課
税
も
所
得
課
税
の
一
種
と
言
え
る
の
で
あ
る
。

ま
た
、
損
失
補
償
金
を
課
税
客
体
と
し
て
論
ず
る
に
あ
た
っ
て
、
再
度
所
得
の
意
味
を
確
認
し
て
お
く
必
要
が
あ
ろ
う
。
真
の
意
味
に

お
け
る
所
得
と
は
、
財
貨
の
利
用
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
効
用
と
人
的
役
務
か
ら
得
ら
れ
る
満
足
を
意
味
す
る
。
こ
れ
を
定
量
化
す
る
こ
と

は
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
究
極
的
に
は
金
銭
的
価
値
を
以
て
表
現
せ
ざ
る
を
得
な
い
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
に
表
現
さ
れ
た

所
得
の
構
成
に
つ
い
て
は
、
二
つ
の
類
型
が
あ
る
。
一
つ
は
消
費
（
支
出
）
型
所
得
概
念
で
あ
る
。
各
人
の
収
入
の
う
ち
効
用
な
い
し
満

足
の
源
泉
で
あ
る
財
貨
や
、
人
的
役
務
の
購
入
に
充
て
ら
れ
る
部
分
の
み
を
所
得
と
観
念
し
、
貯
蓄
に
向
け
ら
れ
る
部
分
を
所
得
の
範
囲

か
ら
除
外
す
る
考
え
方
で
あ
り
、
実
際
の
制
度
に
お
い
て
は
、
種
々
の
執
行
上
の
困
難
が
あ
り
採
用
さ
れ
て
い
な
い
考
え
方
で
あ
る
。
他

の
考
え
方
は
、
取
得
（
発
生
）
型
所
得
概
念
で
あ
る
。
各
人
が
収
入
等
の
形
で
新
規
に
取
得
す
る
経
済
的
価
値
、
す
な
わ
ち
経
済
的
利
得

を
所
得
と
観
念
す
る
考
え
方
で
、
各
国
に
お
い
て
一
般
的
に
採
用
さ
れ
て
い
る
考
え
方
で
あ
る
。
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後
者
の
考
え
方
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
二
つ
の
考
え
方
が
あ
る
。
一
つ
は
、
制
限
的
所
得
概
念
（
所
得
源
泉
説
、
反
覆
的
利
得
説
）
で

あ
り
、
経
済
的
利
得
の
う
ち
利
子
・
配
当
・
地
代
・
利
潤
・
給
与
等
反
覆
継
続
的
に
生
ず
る
利
得
の
み
を
所
得
と
観
念
す
る
も
の
で
あ
る
。

他
の
一
つ
は
、
包
括
的
所
得
概
念
（
純
資
産
増
加
説
）
で
あ
り
、
人
の
担
税
力
を
増
加
さ
せ
る
経
済
的
利
得
は
す
べ
て
所
得
で
あ
る
と
す

る
も
の
で
あ
る
。

現
在
の
わ
が
国
の
税
制
は
、
こ
の
包
括
的
所
得
概
念
を
取
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
譲
渡
所
得
、
山
林
所
得
、
一
時
所
得
等
の
所
得
類
型

を
設
け
て
、
一
時
的
・
偶
発
的
利
得
も
課
税
の
対
象
と
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
概
念
は
未
実
現
の
利
得
（
例
え
ば
所
有
資
産
の
価
値
の
増

加
益
）
及
び
、
帰
属
所
得
（
例
え
ば
自
己
財
産
の
利
用
及
び
自
家
労
働
に
よ
る
経
済
的
利
得
）
は
、
原
則
と
し
て
課
税
の
対
象
か
ら
除
外

さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

さ
ら
に
一
般
的
に
は
、
保
険
金
や
損
害
賠
償
金
の
よ
う
な
損
害
の
回
復
は
、
納
税
者
が
取
得
し
た
経
済
的
価
値
の
う
ち
、
原
資
の
維
持

に
必
要
な
部
分
と
し
て
、
所
得
と
し
て
は
除
外
さ
れ
る
の
で

６
）

あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
所
得
と
い
う
評
価
に
は
経
済
的
利
得
の
増
加
と
い
う
現
象
が
必
要
で
あ
る
。
公
用
収
用
に
お
け
る
損
失
補
償
は
、
公
共

の
名
に
お
い
て
行
わ
れ
た
事
業
の
損
失
を
、
等
価
的
に
回
復
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
、
失
わ
れ
た
個
人
の
財
産
を
回
復
す
る
と
い

う
側
面
だ
け
を
見
れ
ば
、
経
済
的
利
益
の
増
加
を
見
出
だ
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
つ
ま
り
、
そ
れ
は
「
状
態
の
回
復
」
を
意
味
し
、
財
産

の
転
換
（
例
え
ば
不
動
産
か
ら
金
員
へ
）
は
あ
る
が
、
転
換
前
と
等
し
い
価
値
の
所
有
状
態
は
維
持
さ
れ
て
い
る
と
見
る
こ
と
が
で
き
よ

う
。
つ
ま
り
、
担
税
力
の
増
加
を
見
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

そ
の
反
面
、
自
分
の
自
由
な
意
思
に
よ
ら
ず
収
用
さ
れ
た
財
産
は
、
ど
の
よ
う
な
形
に
せ
よ
収
用
者
に
引
渡
し
、
そ
の
対
価
と
し
て
損

失
補
償
金
を
得
る
行
為
は
、
経
済
的
取
引
と
し
て
見
る
限
り
私
的
取
引
行
為
と
何
等
法
的
性
質
を
異
に
す
る
も
の
で
は
な
く
、
私
人
間
の

資
産
等
の
売
買
行
為
と
評
価
を
同
じ
く
す
る
も
の
で
あ
る
。
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わ
が
国
に
お
け
る
公
共
事
業
に
よ
る
用
地
取
得
は
、
任
意
買
収
に
よ
る
こ
と
が
多
く
、
公
用
収
用
に
い
た
る
事
例
は
少
な
い
と
い
わ
れ

て
い
る
。
こ
の
た
め
、
公
共
事
業
等
に
よ
る
用
地
取
得
は
、
通
常
の
私
的
売
買
行
為
と
同
視
し
う
る
と
い
う
考
え
方
が

７
）

あ
る
。
し
か
し
、

こ
の
こ
と
は
公
共
事
業
等
に
よ
る
用
地
取
得
を
私
人
間
の
売
買
の
よ
う
な
私
的
自
治
行
為
と
同
一
視
す
る
根
拠
と
は
な
ら
な
い
。
な
ぜ
な

ら
、
被
収
用
者
に
は
収
用
に
応
ず
る
か
否
か
の
選
択
の
自
由
が
な
く
、
最
終
的
に
は
公
権
力
の
行
使
に
よ
っ
て
強
制
収
用
さ
れ
る
と
い
う
、

事
実
上
の
強
制
力
が
働
く
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
た
と
え
任
意
買
収
で
あ
っ
て
も
、
最
終
的
に
は
公
権
力
の
行
使
に
よ
っ
て
、
強

制
さ
れ
る
と
い
う
事
実
上
の
強
制
力
が
働
く
こ
と
に
つ
い
て
の
根
拠
法
と
し
て
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
土
地
収
用
法
が
あ
る
。
同
法
に
よ

り
、
強
制
的
に
収
用
さ
れ
た
土
地
の
所
有
者
に
は
、
損
失
補
償
金
が
支
払
わ
れ
る
が
、
そ
の
中
心
と
な
る
も
の
が
、
対
価
補
償
金
で

８
）

あ
る
。

こ
の
対
価
補
償
金
の
支
払
基
準
は
、「
公
共
用
地
の
取
得
に
伴
う
損
失
補
償
基
準
要
綱
」（
昭
和
三
七
年
閣
議
決
定
）
に
よ
り
算
定
さ
れ
る

こ
と
と

９
）

な
る
。

こ
の
対
価
補
償
金
に
対
す
る
課
税
処
分
に
つ
い
て
は
、
一
般
法
と
し
て
は
所
得
税
法
及
び
法
人
税
法
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、
収
用
に

関
す
る
課
税
の
特
例
措
置
と
し
て
、
租
税
特
別
措
置
法
の
規
定
が

10
）

あ
る
。

そ
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
が
、
そ
の
対
象
と
し
て
い
る
対
価
補
償
金
に
つ
い
て
の
「
対
価
」
と
は
、
何
を
意
味
す
る
の
か
が
問
題
と
な

ろ
う
。
裁
判
例
と
し
て
は
、
①
収
用
財
産
の
客
観
的
交
換
価
値
と
す
る

11
）

も
の
、
②
収
用
財
産
と
同
規
模
・
同
程
度
の
財
産
を
購
入
し
う
る

に
足
る
金
額
と
す
る

12
）

も
の
に
分
か
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
学
説
的
に
は
第
三
の
考
え
方
と
し
て
、
③
従
前
と
同
程
度
の
生
活
を
維
持
し
う

る
金
額
と
い
う

13
）

見
解
も
存
在
す
る
。

以
上
の
論
議
を
分
析
す
れ
ば
、
二
つ
の
方
向
性
が
見
出
だ
さ
れ
よ
う
。
一
つ
は
、
公
用
収
用
に
お
け
る
損
失
補
償
金
、
と
り
わ
け
対
価

補
償
金
を
等
価
交
換
的
な
見
方
に
よ
っ
て
評
価
す
れ
ば
、
理
論
的
に
は
非
課
税
所
得
と
見
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
一
方
、
私
法
取
引
的
な

見
方
に
よ
っ
て
評
価
す
れ
ば
、
課
税
所
得
と
い
う
方
向
性
が
見
出
だ
さ
れ

14
）

よ
う
。
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⒞

わ
が
国
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
特
例
制
度

そ
し
て
わ
が
国
に
お
け
る
公
用
収
用
等
に
か
か
る
特
例
措
置
と
し
て
は
、
特
別
控
除
制
度
と
課
税
繰
延
べ
の
二
つ
の
制
度
が
用
意
さ
れ

て
い
る
。

特
別
控
除
制
度
の
趣
旨
は
、
一
般
的
に
は
売
り
惜
し
み
等
に
よ
る
補
償
金
の
釣
り
上
げ
な
ど
の
ゴ
ネ
得
を
排
除
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
、
買
取
り
等
の
申
し
出
に
応
じ
て
、
早
期
に
資
産
等
を
譲
渡
し
た
者
を
課
税
上
優
遇
し
て
、
公
共
事
業
用
地
の
早
期
に
お
け
る
円
滑
な

取
得
を
促
進
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
て
い
る
と
さ
れ
て

15
）

い
る
。

一
方
、
課
税
繰
延
べ
の
制
度
趣
旨
は
一
般
的
に
は
、
資
産
等
を
保
有
す
る
個
人
の
選
好
性
を
無
視
し
、
公
権
力
を
発
動
し
、
値
上
が
り

益
を
実
現
す
る
と
こ
ろ
に
あ
る
と
い
わ
れ
て

16
）

い
る
。
こ
の
特
例
措
置
は
、
資
産
が
公
用
収
用
さ
れ
た
場
合
、
従
前
と
同
様
の
資
産
状
態
を

再
現
す
る
た
め
に
、
損
失
補
償
金
で
代
替
資
産
を
取
得
し
た
時
は
、
資
産
の
譲
渡
が
な
か
っ
た
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
意
味

に
お
い
て
は
、
収
用
に
伴
う
損
失
補
償
金
、
と
り
わ
け
対
価
補
償
金
の
性
質
は
従
前
の
生
活
の
た
め
の
原
資
、
つ
ま
り
属
人
的
補
償
に
近

い
評
価
を
受
け
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

㈡

米
国
に
お
け
る
不
可
抗
力
に
よ
る
課
税
繰
延
べ

第
三
の
類
型
と
し
て
米
国
に
お
い
て
は
、
わ
が
国
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
に
相
当
す
る
も
の
と
し
て
、
不
可
抗
力
に

お
け
る
転
換
の
場
合
の
課
税
繰
延
べ
制
度
が
あ
る
。
こ
の
課
税
繰
延
べ
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
に
そ
の
内
容
が
規
定
さ
れ

て
い
る
。
こ
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
強
制
収
用
、
接
収
、
盗
難
、
災
害
等
に
よ
り
、
所
有
財
産
の
利
益
の
実
現
（rea

lize

）
が
不
可
抗
力
的

（in
v
o
lu
n
ta
ry

）
に
な
さ
れ
た
場
合
、
そ
の
利
益
の
認
識
（reco

g
n
ize

）
を
繰
延
べ
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
規
定

と
前
述
し
た
「
同
種
類
の
財
産
の
交
換
」（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
）
と
の
違
い
は
何
で
あ
ろ
う
か
。
あ
る
条
件
の
も
と
、
実
現
し
た
利
益
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の
課
税
を
繰
延
べ
る
構
造
に
両
者
の
差
異
は
な
い
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
は
利
益
の
繰
延
べ
と
同
様
、
損
失
控
除
の
繰
延
べ

が
可
能
で
あ
る
が
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
は
原
則
と
し
て
利
益
の
繰
延
べ
し
か
認
め
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
そ
し
て
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三

一
条
は
、
そ
の
繰
延
べ
も
通
常
は
納
税
者
の
選
択
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
財
産
は
利
益
（
事
業
用
・
投
資
用
）
の
た
め
所
有
さ
れ

て
い
る
か
ど
う
か
に
関
係
な
く
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
両
者
の
明
白
な
違
い
と
し
て
は
、
交
換
の
範
囲
が
異
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
は
交
換
の
範
囲
と
し

て
、〞lik

e-k
in
d

〝
で
あ
る
財
産
の
範
囲
で
交
換
が
な
さ
れ
れ
ば
よ
い
が
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
は
〞sim

ila
r o
r rela

ted in serv
ice

 
o
r u
se

〝
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
後
者
の
概
念
は
前
者
よ
り
狭
く
、
限
定
的
な
意
味
で
規
定
さ
れ
て

17
）

い
る
。

こ
の
よ
う
な
、
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
の
規
定
も
そ
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
様
々
な
変
遷
を
し
て
お
り
、
米
国
に
お
い
て
は
、
納
税
者

に
有
利
な
よ
う
に
解
釈
さ
れ
て
い
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

い
ず
れ
に
せ
よ
、
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
の
日
米
に
お
け
る
解
釈
等
の
問
題
、
検
証
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
章
を
改
め
て
考

察
す
る
こ
と
に
し
よ
う
。

注１
）

平
成
一
七
年
の
土
地
白
書
（
国
土
交
通
省
）
に
よ
れ
ば
、
土
地
市
場
を
取
り
巻
く
社
会
経
済
状
況
が
構
造
的
に
変
化
し
、
土
地
神
話
は
崩
壊
し
、
土
地
所

有
と
土
地
利
用
の
分
離
が
進
ん
で
い
る
と
の
指
摘
が
な
さ
れ
て
い
る
。

（
２
）

次
の
様
に
規
定
す
る
。“n

o
r sh

a
ll p

riv
a
te p

ro
p
erty b

e ta
k
en fo

r p
u
b
lic u

se,
w
ith
o
u
t ju

st co
m
p
en
sa
tio
n
”.

（
３
）

篠
塚
昭
次
『
土
地
法
口
話
公
法
』
一
六
九
頁
（
三
省
堂
、
一
九
九
八
）。

（
４
）

米
国
に
お
け
る
公
用
収
用
権
と
財
産
権
の
変
遷
等
に
つ
い
て
、M

o
rto
n J.H

o
rw
itz

（
樋
口
範
雄
訳
）『
現
代
ア
メ
リ
カ
法
の
歴
史
』
一
八
四
頁
以
下
（
弘

文
堂
、
一
九
九
六
）、
公
用
収
用
権
と
課
税
権
に
つ
い
て
、R

ich
a
rd A

.
E
p
stein

（
松
浦
好
治
訳
）『
公
用
収
用
の
理
論：

公
法
私
法
二
分
論
の
克
服
と
統

合
』
一
三
三
頁
及
び
三
三
三
頁
以
下
（
木
鐸
社
、
二
〇
〇
〇
）。

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡

北研45(1・ )147 147



（
５
）

損
失
補
償
金
の
税
務
上
の
分
類
は
対
価
補
償
金
、
収
益
補
償
金
、
経
費
補
償
金
、
移
転
補
償
金
、
そ
の
他
の
補
償
金
に
分
類
さ
れ
て
い
る
（
租
税
特
別
措

置
法
基
本
通
達
三
三
｜
八
）。

（
６
）

所
得
税
法
九
条
一
項
一
六
号
が
非
課
税
と
し
て
い
る
理
由
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
見
解
が
示
さ
れ
て
い
る
。「
損
害
賠
償
が
他
人
か
ら
蒙
っ
た
損
害
を
塡
補

し
損
害
の
な
い
の
と
同
じ
状
態
に
し
よ
う
と
す
る
こ
と
に
あ
っ
て
、そ
の
間
に
所
得
の
観
念
を
入
れ
る
こ
と
が
酷
で
あ
る
場
合
の
存
す
る
こ
と
に
よ
る
も
の
」

（
昭
和
四
一
年
八
月
八
日
大
阪
地
裁
判
決
税
資
四
五
号
一
三
四
頁
）、「
損
害
賠
償
金
、
見
舞
金
及
び
こ
れ
ら
に
類
す
る
金
員
が
受
領
者
の
心
身
、
財
産
に
受
け

た
損
害
を
補
塡
す
る
性
格
の
も
の
で
あ
っ
て
、
原
則
的
に
は
受
領
者
で
あ
る
納
税
者
に
利
益
を
も
た
ら
さ
な
い
か
ら
」（
大
阪
地
判
昭
和
五
四
年
五
月
三
一
日

税
資
一
〇
五
号
五
五
四
頁
、
同
旨
大
阪
高
判
昭
和
五
五
年
二
月
二
九
日
税
資
一
一
〇
号
五
〇
二
号
）
等
。

（
７
）

佐
久
間
曻
『
用
地
買
収
の
理
論
と
実
践
』
九
六
頁
（
プ
ロ
グ
レ
ス
、
二
〇
〇
四
）、
任
意
買
収
を
私
法
上
の
契
約
と
見
る
通
説
に
対
し
て
は
、
今
村
博
士
は

疑
問
を
示
さ
れ
、
任
意
買
収
に
よ
る
対
価
に
は
通
常
の
売
買
契
約
に
お
け
る
そ
れ
と
も
、
土
地
収
用
に
よ
る
損
失
補
償
と
も
区
別
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

特
殊
な
性
格
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
今
村
成
和
『
損
失
補
償
制
度
の
研
究
』
一
四
二
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
六
八
）。

（
８
）

対
価
補
償
金
は
収
用
等
さ
れ
た
資
産
の
対
価
た
る
性
質
を
有
す
る
補
償
金
。
交
付
名
義
の
い
か
ん
を
問
わ
ず
、
実
質
的
に
そ
れ
が
収
用
等
さ
れ
た
財
産
の

対
価
と
し
て
交
付
さ
れ
た
も
の
で
あ
れ
ば
対
価
補
償
金
と
し
て
扱
わ
れ
る
。
例
え
ば
借
家
人
補
償
金
、
移
転
補
償
金
、
収
益
補
償
金
名
義
で
交
付
さ
れ
た
補

償
金
を
対
価
補
償
金
と
し
て
取
り
扱
う
場
合
の
補
償
金
、
残
地
補
償
金
、
使
用
補
償
金
等
が
実
質
判
断
に
よ
り
対
価
補
償
金
と
さ
れ
る
。

与
良
秀
雄
編
『
土
地
収
用
法
都
市
計
画
法
と
税
務
』
四
三
頁
（
大
蔵
財
務
協
会
、
一
九
九
九
）
参
照
。

（
９
）

要
綱
の
概
要
に
つ
い
て
田
辺
愛
壹
『
損
失
補
償
制
度
』
一
一
頁
以
下
（
清
文
社
、
二
〇
〇
三
）。

要
綱
は
、
全
六
章
四
七
条
か
ら
な
り
、
第
一
章
で
は
目
的
、
補
償
額
の
算
定
時
期
等
、
第
二
章
で
は
土
地
の
取
得
、
第
三
章
で
は
土
地
の
使
用
、
第
四
章
で
は

第
二
章
第
三
章
よ
り
通
常
生
じ
る
損
失
補
償
と
し
て
移
転
補
償
、
営
業
補
償
等
、
第
五
章
で
は
そ
の
他
の
措
置
と
し
て
少
数
残
存
者
補
償
等
、
第
六
章
は
起

業
者
に
係
る
補
償
を
規
定
し
て
い
る
。

（
10
）

租
税
特
別
措
置
法
三
三
条
関
係
。

（
11
）

奈
良
地
判
昭
和
四
七
年
一
一
月
一
七
日
税
資
六
六
号
九
六
六
頁
。

原
告
は
本
件
補
償
金
を
生
活
補
償
の
た
め
の
も
の
で
非
課
税
で
あ
る
旨
主
張
し
た
が
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
控
訴
審
で
あ
る
大
阪
高
判
昭
和
四
九
年
一
月
三
〇

日
シ
ュ
ト
イ
エ
ル
一
四
四
号
三
六
頁
）
も
同
旨
。

（
12
）

大
阪
地
判
昭
和
四
四
年
五
月
一
五
日
訟
月
一
五
巻
九
号
一
〇
九
四
頁
、
大
阪
高
判
昭
和
五
〇
年
三
月
一
二
日
訟
月
二
一
巻
五
号
一
一
三
六
頁
（
前
記
大
阪

地
裁
の
控
訴
審
）。
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（
13
）

い
わ
ゆ
る
生
活
再
建
説
と
称
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、
高
原
賢
治
『
財
産
権
と
損
失
補
償
』（
有
斐
閣
、
一
九
七
八
）、
西
谷
剛
「
生
活
再
建
補
償
」
小
高
剛

編
『
損
失
補
償
の
理
論
と
実
際
』
第
三
節
一
一
〇
頁
（
住
宅
新
報
社
、
一
九
九
七
）。

（
14
）

玉
国
文
敏
「
わ
が
国
に
お
け
る
補
償
金
課
税
の
実
際
と
理
論
的
問
題
点
｜
損
失
補
償
金
に
対
す
る
課
税
を
中
心
と
し
て
｜
」
租
税
法
学
会
租
税
法
研
究
第

三
号
『
所
得
税
法
の
諸
問
題
』
一
〇
一
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
七
五
）。

（
15
）

日
本
税
理
士
会
連
合
会
編
『
買
換
・
交
換
・
収
用
の
税
務
事
典
』
三
二
七
頁
（
東
林
出
版
社
、
二
〇
〇
二
）。

（
16
）

上
掲
・
日
本
税
理
士
連
合
会
編
三
二
一
頁
。

（
17
）

Jo
el S

.
N
ew
m
a
n
,
F
E
D
E
R
A
L
 
IN
C
O
M
E
 
T
A
X
A
T
IO
N
 
C
A
S
E
S
,
P
R
O
B
L
E
M
S
,
A
N
D
 
M
A
T
E
R
IA
L
S
,
581

(2d ed
.
2002):

W
E
S
T
-

G
R
O
U
P

第
三
章

公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
沿
革

日
米
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
は
、
ど
の
よ
う
な
立
法
過
程
を
経
て
そ
の
制
度
が
確
立
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
前
章
で

検
証
し
た
よ
う
に
、
現
行
の
交
換
・
買
換
制
度
は
そ
れ
ぞ
れ
日
米
両
国
と
も
類
似
の
法
規
定
を
持
っ
て
お
り
、
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税

繰
延
べ
制
度
も
例
外
で
は
な
か
っ
た
。

本
章
で
は
、
日
米
の
公
用
収
用
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
制
度
の
沿
革
を
も
と
に
、
両
国
の
法
制
度
、
法
規
定
の
相
互
関
係
は
ど
の
よ
う

に
な
っ
て
い
る
の
か
明
ら
か
に
し
、
そ
の
制
度
趣
旨
を
探
っ
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

第
一
節

わ
が
国
に
お
け
る
制
度
の
沿
革

現
行
法
に
お
け
る
収
用
等
の
特
例
規
定
に
は
、
特
別
控
除
と
課
税
繰
延
べ
の
二
つ
の
規
定
が
存
在
す
る
。
両
者
は
選
択
適
用
で
、
ど
ち

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡
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ら
か
一
方
の
規
定
の
適
用
し
か
認
め
ら
れ
な
い
。
こ
れ
ら
の
特
例
規
定
の
、
非
任
意
性
（
強
制
）
の
譲
渡
に
お
け
る
課
税
と
い
う
側
面
だ

け
を
見
れ
ば
、
そ
の
起
源
は
昭
和
一
六
（
一
九
四
一
）
年
の
国
家
総
動
員
法
に
見
ら
れ
る
の
が
始
ま
り
で
、
臨
時
租
税
特
別
措
置
法
に
お

い
て
、
個
人
の
営
業
廃
止
に
よ
り
受
け
と
る
補
償
金
に
対
し
て
課
税
の
特
例
が
設
け
ら
れ
た
こ
と
に
始
ま
る
と
さ
れ
て

１
）

い
る
。

し
か
し
、
譲
渡
所
得
の
よ
う
な
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
、
つ
ま
り
現
行
法
に
お
け
る
課
税
の
特
例
措
置
の
始
ま
り
は
、
昭
和
二
六
（
一

九
五
一
）
年
の
第
一
〇
国
会
で
成
立
し
た
改
正
租
税
特
別
措
置
法
で
あ
る
。

改
正
に
先
立
つ
、
昭
和
二
六
（
一
九
五
一
）
年
五
月
一
六
日
の
衆
議
院
大
蔵
委
員
会
で
西
川
甚
五
郎
大
蔵
政
務
次
官
が
改
正
租
税
特
別

措
置
法
の
提
案
趣
旨
を
説
明
し
て
い
る
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
こ
の
法
案
は
漁
業
権
の
消
滅
に
伴
っ
て
交
付
さ
れ
る
補
償
金
が
譲
渡
所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
対
す
る
措
置

と
、
土
地
収
用
法
に
よ
っ
て
譲
渡
所
得
税
が
課
せ
ら
れ
る
こ
と
へ
の
措
置
と
し
て
改
正
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
引
続
く
一
八
日
の

同
委
員
会
で
質
疑
応
答
が
あ
り
、
政
府
委
員
の
泉
美
之
松
主
税
局
調
査
課
長
は
、
当
時
の
収
用
状
況
を
説
明
し
て
い
る
が
、
件
数
的
に
は

昭
和
二
二
年
七
件
、
二
三
年
一
九
件
、
二
四
年
二
五
件
、
二
五
年
三
七
件
程
度
の
も
の
で
あ
り
、
こ
の
点
か
ら
推
測
す
る
と
こ
の
改
正
の

主
眼
は
漁
業
補
償
に
重
点
が
お
か
れ
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
さ
ら
に
、
参
議
院
の
五
月
三
一
日
の
大
蔵
委
員
会
で
は
、
漁
業
権
消
滅

と
土
地
収
用
を
同
じ
ケ
ー
ス
と
し
て
並
べ
る
こ
と
に
疑
問
が
出
さ
れ
、
漁
業
権
に
関
す
る
も
の
は
む
し
ろ
損
害
賠
償
と
し
て
免
税
と
す
べ

き
で
は
な
い
か
と
い
う
質
問
が
な
さ
れ
た
。
こ
れ
に
対
し
政
府
委
員
は
、
法
律
論
か
ら
は
そ
う
考
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
て
、
本
件

の
立
法
趣
旨
の
正
当
性
を
説
明
し
て

２
）

い
る
。

こ
の
租
税
特
別
措
置
法
改
正
の
内
容
は
、
資
産
再
評
価
法
の
特
例
と
し
て
設
け
ら
れ
た
も
の
で
、
収
用
等
に
よ
り
補
償
金
等
を
受
取
っ

た
場
合
、
補
償
金
等
の
額
を
限
度
と
し
て
資
産
再
評
価
法
に
よ
る
再
評
価
を
す
る
こ
と
認
め
る
と
い
う
も
の
で
、
譲
渡
所
得
を
課
さ
な
い

で
、
六
％
の
再
評
価
税
を
課
す
に
止
ど
め
る
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
規
定
に
は
任
意
売
買
に
よ
る
土
地
の
取
得
に
は
適
用
さ
れ
な
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い
と
い
う
問
題
が
含
ま
れ
て
い
た
が
、
昭
和
三
〇
（
一
九
五
五
）
年
の
改
正
で
任
意
買
収
に
よ
る
場
合
も
含
ま
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し

か
し
、
こ
の
時
点
ま
で
の
改
正
は
税
の
軽
減
措
置
で
あ
っ
て
、
現
行
法
の
よ
う
な
課
税
繰
延
べ
規
定
は
、
昭
和
三
四
（
一
九
五
九
）
年
の

改
正
で
設
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

さ
ら
に
昭
和
三
八
（
一
九
六
三
）
年
に
は
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
の
た
め
の
公
共
事
業
対
策
と
し
て
、
七
〇
〇
万
円
の
特
別
控
除
規

定
も
設
け
ら
れ
た
。
昭
和
四
四
（
一
九
六
九
）
年
に
は
、
昭
和
三
四
（
一
九
五
九
）
年
に
導
入
さ
れ
て
い
た
譲
渡
益
の
二
分
の
一
課
税
制

度
（
四
三
年
一
月
一
日
以
降
は
四
分
の
一
課
税
と
な
っ
て
る
）
が
廃
止
さ
れ
、
ほ
ぼ
現
行
制
度
と
同
様
な
制
度
の
組
み
立
て
が
完
了
し
た

の
で
あ
る
。
昭
和
四
四
年
の
税
制
改
正
は
、
事
業
用
資
産
の
交
換
規
定
も
確
立
し
た
年
で
も
あ
る
。
そ
の
後
の
改
正
は
、
特
別
控
除
の
金

額
の
拡
大
と
課
税
繰
延
べ
に
か
か
る
収
用
範
囲
の
拡
大
等
で
あ
り
、
制
度
の
根
本
的
な
骨
格
の
変
化
は
見
ら
れ
な
い
ま
ま
現
行
制
度
へ
と

推
移
し
て
行
く
の
で
あ
る
。

注１
）

武
田
昌
輔
『
Ｄ
Ｈ
Ｃ
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
所
得
税
㈥
』
五
六
〇
六
頁
（
第
一
法
規
、
加
除
式
）。

（
２
）

各
委
員
会
の
議
事
録
に
関
し
て
は
、
国
会
会
議
録
検
索
シ
ス
テ
ムh

ttp
: //k

o
k
k
a
i.n
d
l.g
o
.jp
/

参
照
。

第
二
節

Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
の
成
立
背
景

現
行
の
米
国
連
邦
税
制
を
律
し
て
い
る
、
内
国
歳
入
法
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
）
は
、
一
九
三
九
年
に
こ
れ
ま
で
の
「
個
別
税
法
方
式
」
に
よ
る
租

税
法
体
系
を
、
共
通（
通
則
）法
と
実
体
法
を
ひ
と
つ
の
法
典
に
統
合
し
た
、「
単
一
租
税
法
典
方
式
」に
改
め
、
制
定
さ
れ
た
も
の
で

１
）

あ
る
。
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そ
の
後
、
大
き
な
改
正
は
一
九
五
四
年
、
一
九
八
六
年
に
な
さ
れ
、
個
別
の
改
正
は
毎
年
行
わ
れ
て
い
る
。
直
接
税
を
中
心
と
す
る
、

米
国
の
税
制
は
一
九
一
三
年
に
導
入
さ
れ
た
個
人
所
得
税
と
法
人
所
得
税
を
そ
の
起
源
と
し
、
そ
の
内
容
は
一
九
一
三
年
の
歳
入
法

（R
ev
en
u
e A

ct

）
が
規
定
し
て
い
る
。

現
行
税
法
で
あ
る
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
三
条
の
原
型
は
一
九
二
一
年
歳
入
法
に
あ
る
と
、
指
摘
さ
れ
て

２
）

い
る
。
一
九
二
〇
年
代
の
米
国
は
、

一
九
一
七
年
か
ら
参
戦
し
た
第
一
次
世
界
対
戦
後
の
財
政
見
直
し
の
時
代
で
あ
り
、
従
来
ど
お
り
の
高
水
準
の
税
負
担
を
維
持
し
、
戦
時

中
の
戦
費
の
支
払
い
を
し
て
い
く
か
、
あ
る
い
は
、
財
政
支
出
を
軽
減
し
参
戦
前
の
状
態
に
回
帰
す
る
の
か
の
選
択
を
迫
ら
れ
て
い
た
。

こ
の
問
題
に
対
処
す
る
た
め
、
米
国
第
二
九
代
大
統
領
で
あ
るW

a
rren

.
G
.
H
a
rd
i

３
）

n
g

の
財
務
長
官
で
あ
るA

n
d
rew

.
M
ello

n

は
、
い

わ
ゆ
る
「
メ
ロ
ン
減
税
」
を
実
施
し
、
税
制
改
革
を
断
行

４
）

し
た
。
メ
ロ
ン
減
税
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
一
九
二
一
年
、
一
九
二
四
年
、

一
九
二
六
年
の
各
歳
入
法
が
そ
の
政
策
の
基
本
法
と
な
っ
た
の
で

５
）

あ
る
。
そ
の
う
ち
最
初
の
基
本
法
で
あ
る
一
九
二
一
年
歳
入
法
は
、
戦

時
超
過
利
潤
税
（w

a
rtim

e ta
x o

n ex
cess p

ro
fits

）
を
廃
止
し
、
最
低
限
付
加
税
（m

in
im
u
m
 
su
rt

６
）

a
x

）
率
を
六
五
％
か
ら
五
〇
％

へ
減
税
、
そ
の
見
返
り
と
し
て
法
人
税
の
税
率
を
一
〇
％
か
ら
一
二
・
五
％
に
上
げ
増
税
を
し
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
時
の
財
政

構
造
は
、
陸
海
軍
費
が
ま
だ
平
時
水
準
に
低
下
せ
ず
、
そ
の
他
の
支
出
に
お
い
て
も
船
舶
庁
や
鉄
道
管
理
等
の
戦
時
動
員
関
係
費
の
割
合

が
大
き
く
、
動
員
解
除
・
戦
後
処
理
が
未
だ
に
進
ん
で
い
な
か
っ
た
の
で

７
）

あ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
、
一
九
二
一
年
歳
入
法
は
、
新
た
に
第
二
一
四
条
（
ａ
）（
12
）、
第
二
三
四
条
（
ａ
）（

８
）

14
）
を
創
設
し
、

現
行
第
一
〇
三
三
条
に
通
じ
る
規
定
を
立
法
し
た
の
で
あ
る
。
両
規
定
は
、
同
じ
文
面
の
規
定
で
あ
り
、
前
者
が
個
人
、
後
者
が
法
人
に

対
す
る
規
定
で
あ
る
。
そ
の
内
容
に
つ
い
て
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

財
産
が
強
制
的
（co

m
p
u
lso
rily

）
又
は
不
可
抗
力
（in

v
o
lu
n
ta
rily

）
で
現
金
へ
転
換
す
る
か
又
は
（
Ａ
）
財
産
の
全
部
又
は
一
部
の

損
壊
、（
Ｂ
）
盗
難
又
は
接
収
、（
Ｃ
）
徴
用
又
は
公
用
収
用
の
権
限
行
使
、
並
び
に
そ
の
恐
れ
ま
た
は
切
迫
の
結
果
と
し
て
、
同
価
値
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（eq
u
iv
a
len
t

）
の
財
産
に
転
換
し
た
場
合
、
そ
し
て
、
納
税
者
が
財
務
大
臣
の
承
認
に
係
る
内
国
歳
入
庁
長
官
の
発
す
る
規
則
の
下
、
善

意
で
直
ち
に
、
転
換
さ
れ
た
財
産
と
同
種
類
及
び
役
務
ま
た
は
使
用
に
お
い
て
関
係
（sim

ila
r o
r rela

ted in serv
ice o

r u
se

）
す
る

性
質
の
他
の
財
産
を
取
得
す
る
こ
と
に
お
い
て
、
そ
の
よ
う
な
転
換
の
利
益
を
費
消
す
る
か
、
又
は
こ
の
よ
う
な
財
産
を
所
有
す
る
会
社

の
株
式
又
は
持
分
の
八
〇
％
又
は
そ
れ
以
上
を
取
得
す
る
か
、
転
換
基
金
を
設
立
し
た
場
合
、
そ
の
使
用
さ
れ
た
収
入
は
控
除
（d

ed
u
c-

tio
n

）
を
許
さ
れ
る
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
規
定
は
、
過
年
度
所
得
、
戦
時
利
益
及
び
超
過
利
潤
税
法
（W

a
r-p
ro
fits a

n
d ex

cess-

p
ro
fits ta

x a
ct

）
の
下
、
総
所
得
か
ら
収
入
又
は
利
益
の
免
除
又
は
除
外
が
実
行
可
能
な
限
り
に
お
い
て
、
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

こ
の
規
定
の
立
法
理
由
と
し
て
は
次
の
よ
う
に
言
わ
れ
て
い
る
。「
財
務
大
臣
か
ら
下
院
歳
入
委
員
会
に
送
付
し
た
書
簡
に
よ
れ
ば
、
船

舶
及
び
他
の
設
備
が
第
一
次
世
界
大
戦
中
、
政
府
に
よ
っ
て
徴
用
さ
れ
る
か
、
潜
水
艦
の
攻
撃
に
よ
っ
て
破
壊
さ
れ
た
場
合
、
こ
れ
ら
の

所
有
者
達
は
、
通
常
の
所
得
税
と
戦
時
超
過
利
潤
税
を
課
税
さ
れ
、
そ
れ
故
に
失
っ
た
設
備
を
課
税
の
後
に
再
取
得
す
る
に
は
不
十
分
で

あ
る
。」
と
い
う
こ
と
で

９
）

あ
る
。

こ
の
書
簡
の
発
言
の
背
景
と
し
て
は
前
述
の
と
お
り
、
一
九
二
一
年
に
至
っ
て
も
未
だ
に
船
舶
庁
や
鉄
道
管
理
等
の
問
題
が
解
決
し
て

い
な
か
っ
た
こ
と
が
大
き
な
要
因
で
あ
り
、
ま
た
一
九
二
〇
年
に
は
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
課
税
に
つ
い
て
、
株
式
配
当
を
課
税
所
得
か

ら
除
外
す
る
と
す
る
と
し
たM

a
co
m
b
er

10
）

判
決
が
出
さ
れ
、S

im
o
n
s,

11
）

H
.
C

も
指
摘
す
る
よ
う
に
、
一
九
二
一
年
を
境
に
米
国
に
お
い
て

は
、
キ
ャ
ビ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
に
対
し
て
、
他
の
所
得
と
区
別
し
て
特
別
な
取
扱
い
を
す
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
が
こ
の
規
定
の
成
立
に
影

響
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

そ
の
後
こ
の
条
項
は
、
一
九
二
四
年
に
第
二
〇
三
条
（
ｂ
）（
５
）、
一
九
三
四
年
に
第
一
一
二
条
と
変
遷
し
、
一
九
三
九
年
の
内
国
歳

入
法
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
）
で
は
、
第
一
一
二
（
ｆ
）（
一
）〜

ｆ
）（
３
）
と

12
）

な
り
、
そ
れ
は
そ
の
ま
ま
一
九
三
九
年
の
内
国
歳
入
法
に
引
継
が
れ
、

そ
し
て
一
九
五
四
年
の
大
改
正
に
お
い
て
現
行
第
一
〇
三
三
条
と
な
っ
た
の
で

13
）

あ
る
。
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注１
）

石
村
耕
治
『
ア
メ
リ
カ
連
邦
税
財
政
法
の
構
造
』
五
九
頁
（
法
律
文
化
社
、
一
九
九
五
）。

（
２
）

B
O
R
IS I.

B
IT
T
K
E
R
,
L
A
W
R
E
N
C
E
 
L
O
K
K
E
N
,
F
E
D
E
R
A
L
 
T
A
X
A
T
IO
N
 
O
F
 
IN
C
O
M
E
,
E
S
T
A
T
E
S
 
A
N
D
 
G
IF
T
S
 
v2
,
P
44

30

(2d ed
.
1989):

W
A
R
R
E
N
,
G
O
R
H
A
M
&
L
A
M
O
N
T
.

こ
の
指
摘
の
引
用
と
し
てA

m
erica

n
 
N
a
tu
ra
l G

a
s C

o
m
p
a
n
y
,
M
a
d
iso
n
 
G
a
s a

n
d
 
E
lectric C

o
m
p
a
n
y
 
M
ich
ig
a
n
 
C
o
n
so
lid
a
ted

 
G
a
s

 
C
o
m
p
a
n
y
,
M
ich
ig
a
n W

isco
n
sin P

ire L
in
e C

o
m
-
p
a
n
y
,
M
ilw

a
u
k
ee G

a
s L

ig
h
t C

o
m
p
a
n
y
,
a
n
d M

ilw
a
u
k
ee S

o
lv
a
y C

o
k
e C

o
m
p
a
n
y

 
v
.
T
h
e U

n
ited S

ta
tes,

150 C
t.
C
l.
572,

279 F
.
2d 220 d

en
ied
,
364 U

S 900,
582

583,
225

226
(1960).

（
３
）

米
国
初
の
大
統
領
に
選
ば
れ
た
上
院
議
員

在
職
期
間
一
九
二
一
。
三
。
四
｜
一
九
二
三
。
八
。
二
共
和
党
。

（
４
）

メ
ロ
ン
減
税
に
関
し
て
、
渋
谷
博
史
『
現
代
ア
メ
リ
カ
連
邦
税
制
史
』
二
三
頁
以
下
（
丸
善
、
一
九
九
五
）。

（
５
）

渋
谷
・
上
掲
二
七
頁
。

（
６
）

su
rta
x

と
は
、
す
で
に
課
税
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
に
さ
ら
に
付
加
的
に
課
す
る
租
税

田
中
英
夫
編
『
英
米
法
辞
典
』
八
三
三
頁
（
東
京
大
学
出
版

会

一
九
九
一
）
参
照
。

（
７
）

渋
谷
・
前
掲
注
（
４
）
二
五
頁
。

（
８
）

条
文
に
つ
い
て
は
巻
末
参
考
資
料
参
照
。

（
９
）

B
IT
T
K
E
R
&
L
O
K
K
E
N
,
su
pra n

o
te2,

a
t P

44
30.

（
10
）

E
isn
er,

a
s C

o
llecto

r o
f U

n
ited S

ta
tes In

tern
a
l R

ev
en
u
e fo

r T
h
e T

h
ird D

istrict o
f T

h
e S

ta
te o

f N
ew
 
Y
o
rk v

.
M
a
co
m
b
er,

252
 

U
S 189

(1920).

邦
語
文
献
と
し
て
、
岡
村
忠
生
「
マ
ッ
コ
ン
バ
ー
判
決
再
考
」
税
法
学
五
四
六
巻
四
九
頁
（
二
〇
〇
一
）、
金
子
宏
「
租
税
法
に
お
け
る
所

得
概
念
の
構
成
」『
所
得
概
念
の
研
究
／
所
得
課
税
の
基
礎
理
論
』
一
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
九
五
）。

M
a
rv
in A

.
C
h
irelstein

,
F
ed
eral In

com
e T

axation
,
72
(9th ed 2002):

N
ew
 
Y
o
rk F

O
U
N
D
A
T
IO
N
 
P
R
E
S
S
.

マ
ッ
コ
ン
バ
ー
事
件
の
内
容
は
、
憲
法
上
の
所
得
概
念
と
し
て
所
得
が
実
現
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
判
示
し
た
も
の
で
、
株
式
配
当
の
所
得
性

を
否
認
し
た
も
の
で
あ
る
。

（
11
）

宮
本
憲
一
・
鶴
田
廣
巳
編
『
所
得
税
の
理
論
と
思
想
』
一
六
七
頁
（
税
務
経
理
協
会
、
二
〇
〇
一
）。

（
12
）

条
文
に
つ
い
て
は
巻
末
参
考
資
料
参
照
。

（
13
）

J.
S
.
S
E
ID
M
A
N
,
S
E
ID
M
A
N
’S
 
L
E
G
IS
L
A
T
IV
E
 
H
I-

S
T
O
R
Y
 
of
 
F
E
D
E
R
A
L
 
IN
C
O
M
E
 
A
N
D
 
E
X
C
E
S
S
 
P
R
O
F
IT
S
 
T
A
X
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L
A
W
S
1
9
5
3
-1
9
3
9
 
V
ol2

,
1578

(1954),:
P
R
E
N
T
IC
E
-H
A
L
L
,
IN
C
.

第
三
節

日
米
に
お
け
る
課
税
繰
延
べ
規
定
の
相
互
関
係

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
日
米
両
国
は
課
税
繰
延
べ
規
定
と
し
て
三
つ
の
形
態
の
「
制
度
と
し
て
の
課
税
繰
延
べ
」
規
定
を
持
っ

て
い
る
。
米
国
に
お
い
て
は
、
同
種
類
の
交
換
、
居
住
用
住
宅
の
交
換
、
不
可
抗
力
に
よ
る
転
換
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
固
定
資
産
の

交
換
及
び
事
業
用
資
産
の
交
換
・
買
換
、
居
住
用
住
宅
の
交
換
・
買
換
、
公
用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
の
規
定
で
あ
る
。
日
米
の
こ
れ
ら

の
規
定
は
、
そ
の
内
容
、
法
的
効
果
が
非
常
に
相
似
し
て
お
り
、
両
者
の
関
係
が
問
題
と
な
る
。

米
国
に
お
い
て
は
、
第
二
章
第
二
節
で
論
じ
た
よ
う
に
、「
同
種
類
の
交
換
」規
定
が
あ
ら
ゆ
る
他
の
交
換
に
関
す
る
法
の
起
源
と
さ
れ

て
お
り
、
交
換
に
関
係
す
る
規
定
の
課
税
繰
延
べ
の
基
本
と
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
居
住
用
住
宅
の
交
換
規
定
も
そ
の
起
源
は
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
居
住
用
財
産
の
譲
渡
が
家
族
規
模
の
拡
大
や
転
勤
に
よ
る
勤
務

地
の
変
更
等
そ
の
意
思
に
基
づ
か
な
い
事
由
に
よ
り
行
わ
れ
る
、
自
己
の
意
思
に
よ
ら
な
い
資
産
の
譲
渡
（in

v
o
lu
n
ta
ry co

n
v
ersio

n

）

と
さ
れ
て

１
）

い
る
。

こ
の
よ
う
な
沿
革
か
ら
す
れ
ば
、
米
国
に
お
い
て
は
、
ま
ず
同
種
類
の
交
換
と
い
う
課
税
繰
延
べ
概
念
が
基
本
と
な
り
、
そ
の
後
不
可

抗
力
に
よ
る
転
換
の
課
税
繰
延
べ
、
そ
し
て
居
住
用
住
宅
の
交
換
へ
と
制
度
が
発
展
し
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
こ
の
こ
と
は
、
居
住
用

住
宅
の
交
換
規
定
の
立
法
年
度
が
一
九
五
一
年
で
あ
る

２
）

こ
と
か
ら
上
記
の
制
度
発
展
の
順
序
と
も
重
な
る
こ
と
と
な
り
、
そ
の
規
定
が
Ｉ

Ｒ
Ｃ
一
〇
三
一
条
、
一
〇
三
三
条
、
一
〇
三
四
条
（
一
九
九
七
年
に
廃
止
）
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
し
て
も
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。

米
国
の
こ
れ
ら
の
規
定
と
、
わ
が
国
の
課
税
繰
延
べ
規
定
の
関
係
に
つ
い
て
は
次
の
よ
う
な
指
摘
が
な
さ
れ
て
い
る
。
第
一
に
、
所
得
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税
法
五
八
条
の
固
定
資
産
の
交
換
規
定
に
つ
い
て
、
水
野
教
授
は
米
国
の
同
種
類
の
交
換
規
定
で
あ
る
Ｉ
Ｒ
Ｃ
第
一
〇
三
一
条
の
趣
旨
を

紹
介
し
た
上
で
、
こ
の
規
定
の
考
え
方
を
受
け
継
ぐ
も
の
で
あ
る
と
指
摘
し
て

３
）

い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
規
定
は
投
資
の
継
続
と
い
う
趣
旨

を
カ
テ
ゴ
ラ
イ
ズ
し
て
い
る
も
の
と
解
し
、
財
産
交
換
の
場
合
の
課
税
繰
延
べ
は
優
遇
措
置
で
は
な
い
と
結
論
づ
け
ら
れ
て

４
）

い
る
。
第
二

に
、
居
住
用
住
宅
の
課
税
繰
延
べ
規
定
に
つ
い
て
は
、
金
子
教
授
の
指
摘
に
よ
れ
ば
、
わ
が
国
の
制
度
は
米
国
に
お
い
て
一
九
五
一
（
昭

和
二
六
）
年
に
採
用
さ
れ
、
内
国
歳
入
法
第
一
〇
三
四
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
制
度
を
模
し
た
も
の
で
あ
る
と
さ
れ
る
の
で

５
）

あ
る
。
そ
し

て
、
こ
の
規
定
は
救
済
規
定
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
わ
が
国
の
三
つ
の
課
税
繰
延
べ
形
態
の
う
ち
、
二
つ
が
米
国
の
内

国
歳
入
法
を
母
法
と
し
て
い
る
と
い
う
、
両
教
授
の
指
摘
の
根
拠
は
今
一
つ
は
っ
き
り
し
な
い
が
、
こ
れ
ら
の
規
定
が
創
設
さ
れ
る
昭
和

三
四
年
以
前
の
旧
大
蔵
省
等
の
立
法
立
案
者
の
意
向
を
見
る
と
米
国
法
の
影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と
が
読
み
取
れ
る
の
で

６
）

あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
課
税
繰
延
べ
の
第
三
の
形
態
で
あ
る
公
用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
規
定
は
、
上
記
の
二
つ
の
形
態
同
様
、
米
国
法
の
影
響

を
受
け
た
規
定
か
ど
う
か
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
公
用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
規
定
が
繰
延
べ
規
定
に
改
正
さ
れ
た
の

が
、
固
定
資
産
の
交
換
規
定
が
創
設
さ
れ
た
年
度
と
同
様
、
昭
和
三
四
年
で
あ
り
、
旧
大
蔵
省
に
お
け
る
立
法
立
案
過
程
が
同
時
期
と
推

測
さ
れ
る
こ
と
、
米
国
に
お
い
て
は
こ
の
三
つ
の
形
態
は
互
い
に
密
接
に
関
連
す
る
形
態
で
あ
り
、
殊
に
米
国
の
不
可
抗
力
に
よ
る
転
換

規
定
と
居
住
用
住
宅
の
交
換
規
定
は
同
一
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
属
す
る
規
定
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
居
住
用
住
宅
の
交
換
規
定
が
わ
が
国
の
同

様
の
規
定
の
母
法
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
必
然
的
に
わ
が
国
の
公
用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
規
定
も
米
国
に
お
け
る
不
可
抗
力
の
交
換
規
定

（IR
C
1033:

in
v
o
lu
n
ta
ry co

n
v
ersio

n

）
が
母
法
で
あ
る
と
結
論
付
け
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
し
て
、
な
に
よ
り
わ
が
国
の
公

用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
規
定
の
条
文
及
び
内
容
は
、
次
章
で
示
す
よ
う
に
米
国
の
不
可
抗
力
の
交
換
規
定
と
酷
似
し
て
い
る
こ
と
は
動

か
し
が
た
い
事
実
な
の
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
わ
が
国
に
お
け
る
公
用
収
用
等
の
交
換
・
買
換
規
定
は
水
野
、
金
子
両
教
授
の
指
摘
と
同
様
米
国
法
を
母
法
と
し
て
創
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設
さ
れ
た
も
の
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

注１
）

水
野
忠
恒
「
土
地
税
制
の
手
法
｜
買
換
え
・
交
換
の
特
例
を
中
心
に
」
租
税
法
研
究
一
八
号
八
三
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
九
〇
）、
石
島
弘
「
居
住
用
財
産
の

譲
渡
所
得
の
課
税
の
特
例
｜
特
別
控
除
・
軽
減
税
率
・
買
換
え
（
交
換
）
の
特
例
」
岡
山
大
学
法
学
会
雑
誌
第
五
〇
巻
第
二
号
一
四
頁
（
二
〇
〇
〇
）。

（
２
）

水
野
・
上
掲
七
七
頁
、
石
島
・
上
掲
一
四
頁
。

（
３
）

水
野
・
前
掲
注
（
１
）
八
〇
頁
。

（
４
）

水
野
・
前
掲
注
（
１
）
八
一
頁
。

（
５
）

金
子
宏

判
例
研
究
「
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
八
年
法
律
第
六
五
条
に
よ
る
改
正
前
の
も
の
）
第
三
五
条
に
い
う
譲
渡
に
係
る
「
居
住
の
用
に
供
す

る
家
屋
の
敷
地
に
供
さ
れ
る
土
地
」
の
意
義
」
法
学
協
会
雑
誌
八
五
巻
五
号
七
六
九
頁
（
一
九
六
八
）、
同
旨
水
野
・
前
掲
注
（
１
）
七
七
頁
。

（
６
）

武
田
昌
輔
（
当
時
国
税
庁
法
人
税
課
）「
交
換
損
益
に
対
す
る
課
税
」
企
業
会
計
六
｜
一
〇
｜
六
九
一
頁
（
一
九
五
八
）
参
照
。

公用収用における課税繰延べ制度について ㈡
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